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【共同研究】高山市における子どもの意識と学習・生活実態について 
―小学５年生・中学２年生への調査票調査結果から― 

 

峯村 恒平（目白大学人間学部） 

西山 里利（目白大学人間学部） 

 

1. はじめに 

2023年現在，日本では少子高齢化，人口減少が

進んでいる。人口動態としては，いわゆる東京圏

（東京都，埼玉県，千葉県，神奈川県）が 20年以

上にわたって転入超過が続いており，３大都市圏

以外の地域は一貫して転出超過が続いている（内

閣府，2020）。すなわち，日本全体の人口減少の進

行の程度に比して，３大都市圏以外の地域の人口

減少は急速に進行していることを意味する。こう

いったことから，特に３大都市圏以外の地域にお

ける，将来的な生活サービスの維持は，既に大き

な課題の１つになっている（国土交通省，2021）。 

こういった政策的な課題に対して，国及び各地

方自治体は「Uターン」や「Iターン」を促す取り

組みを進めている。「Uターン」とは，地方出身者

が出身地へ戻る移住，「Iターン」とは移住先出身

ではない人が地方移住することである。 

このうち Uターンは，22歳のときの「就職」を

ピークに起こる一方，地方の「求人が少ない」こ

とが Uターンの一番の障壁になっている。また，

出身地に愛着を持っている人，出身地を離れる前

に地元企業をよく知っていた人ほど Uターン希望

が強いこともわかっている（労働政策研究・研修

機構，2016）。こういったことから，地元を離れる

前に，地元への愛着を形成することや，地元への

理解を促すことは，将来的な Uターン希望者を増

やし，中長期な地域の持続可能性を高めることに

つながる可能性が高い。 

学校教育の側面では，小学校において 2020 年

度，中学校において 2021 年度から全面実施され

ている新しい学習指導要領において，社会科や道

徳科の内容を中心に，住んでいる地域・郷土に関

する記述も充実しているところである。 

今般，飛騨高山大学連携センターより受けた受

託研究により，高山市の小学５年生，中学２年生

に調査票調査を実施した。当該調査は「児童生徒

の家庭生活実態調査」として生活，学習，将来，

意識など幅広く聞いたものだが，特に高山市にあ

る「仕事」に関する内容や，子ども自身の「将来」

に関する考えを聞いていることから，本発表では，

前掲の社会背景，教育的背景をバックグラウンド

に，今後の施策立案の基礎資料とするため，「高山

市にある仕事に対する認識」と「将来の希望」に

対する現状を明らかにし，課題について検討する。 

 

2. 研究目的 

2024年度「(仮称)高山市子どもにやさしいまち

づくり計画」の計画改定に向け，高山市の小学校・

中学校に通う，小学５年生，中学２年生を対象と

した調査票調査を実施した。本論では特に，「高山

市にある仕事に対する認識」や「将来の希望」に

関する認識について，現状と課題を明らかにする。 

 

3. 研究方法 

調査は，Web調査形式で実施した。依頼は，学校

長あてに行った。各学校において，2023 年 10 月

中に，QRコードを付した調査協力の依頼文を，学

級活動・ホームルーム等の時間に担任の教諭から

子どもへ配布をし，子どもが学習用タブレットで

回答を行った。 

倫理的配慮として，研究の主旨，目的および方

法，無記名調査であること，協力は自由であり，

答えたくない質問は飛ばしてもよいこと，先生や

保護者は１件１件の回答を見ないこと，成績とは

無関係であること，回答にかかる時間，集計をし

た内容だけが公開されることなどを依頼文に明記

した。また各学校長宛の依頼文でも，個人の特定

は行っておらず，全員の回答完了を求めるもので

はない旨明記した。 

分析方法は単純集計とクロス集計，自由記述は

内容分析を行った。 

 

4. 結果 

回答件数は，小学５年生から 676件，中学２年

生から 756 件得られた。男女比は，男性 50.0%，

女性 47.4%，答えたくない 2.5%であった。 
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4.1. 「仕事に対する認識」について 

表１に，「高山市にある仕事に対する認識」につ

いて示す。「ア」，「イ」について「そう思う」，「少

しそう思う」の割合が高い一方，「ウ」～「オ」は

同割合が下がる。 

 

4.2. 「将来住みたいか」について 

「あなたは，将来もこのまち（高山市や住んで

いるところ）に住みたいですか」として聞いた設

問への回答は，「住み続けたい」が，小 5：35.4%，

中 2：18.6%，「住み続けたくない」が小 5：4.2%，

中 2：10.9%，「一度まちを出て，また帰ってきた

い」が小 5：32.0%，中 2：41.4%，「まだ決めてい

ない」が小 5：26.8%，中 2：28.1%，「その他」が

小 5：1.5%，中 2：1.0%であった。 

 

4.3. 「仕事に対する認識」と「将来住みたいか」 

 4.1節で示した「ア」の結果と，4.2節で示した

結果のクロス集計表を，表２に示す。特に中 2で

「多くの種類の仕事（職業）がある」と思ってい

ないほど，住み続けたくないという回答が増える。 

 

 

5. 考察 

 子どもの中で高山市内にある職業に対する理解

は一定程度あるものの，やはり理解が低い子ども

が一定数いること，将来希望も転出を志向してい

ることが結果から明らかにできた。発表当日スラ

イドではさらに小５・中２別の結果，表１「イ」

以降の結果と「将来住みたいか」とのクロス表等

を示しながらさらなる考察を試みる。 
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表１ 高山市にある仕事に対する認識 

教示：あなたは，あなたの住んでいるところにある 
仕事（職業）について，どう思っていますか。 

有効 
回答 

そう 
思う 

少し 
そう 
思う 

あまり 
そう 
思わ 
ない 

全く 
そう 
思わ 
ない 

分から 
ない 

答えたく 
ない 

ア 住んでいるところには、 
とても多くの種類の仕事（職業）がある 

1354 24.4% 36.5% 23.5% 4.2% 11.4% 

イ 住んでいるところには、 
働きがいがのある仕事（職業）がある 

1345 33.7% 35.0% 13.2% 4.3% 13.8% 

ウ 住んでいるところには給料が多かったり、 
自分が働きたいと思う仕事（職業）がある 

1344 19.6% 28.6% 23.6% 9.7% 18.5% 

エ 将来（しょうらい）は、 
住んでいるところの会社や市役所などで働きたい 

1341 9.9% 22.1% 33.8% 20.2% 13.9% 

オ 将来（しょうらい）は、今住んでいるところで 
自分でお店を開いたり、農業や自営業、 
家の仕事を自分が続けたりして働きたい 

1340 12.6% 18.5% 32.7% 22.8% 13.4% 

表２ 「仕事に対する認識」と「将来住みたいか」のクロス集計 

 

有効
回答

1  住み
　続けたい

2  住み続け
　たくない

3  一度まちを
　出て、また
　帰ってきたい

4  まだ決めて
　いない

合計

そう思う 135 37.0% 5.9% 32.6% 24.4% 100.0%
少しそう思う 196 41.8% 2.6% 30.1% 25.5% 100.0%
あまりそう思わない 120 30.0% 6.7% 41.7% 21.7% 100.0%
まったくそう思わない 28 50.0% 0.0% 32.1% 17.9% 100.0%
分からない・答えたくない 99 26.3% 3.0% 27.3% 43.4% 100.0%
そう思う 168 26.8% 6.0% 38.1% 29.2% 100.0%
少しそう思う 273 21.6% 5.9% 49.1% 23.4% 100.0%
あまりそう思わない 170 11.2% 19.4% 38.2% 31.2% 100.0%
まったくそう思わない 25 4.0% 36.0% 28.0% 32.0% 100.0%
分からない・答えたくない 43 9.3% 14.0% 34.9% 41.9% 100.0%

中
２

小
５
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もし高校生がドラッカーの「イノベーションと企業家精神」を読んで、
飛騨高山に提言をしたら 

【発表用資料抜粋】 

岐阜県立飛騨高山高等学校 商業研究部 8 名
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【共同研究】 
高山エリアでの介護福祉事業に対する DX 導入可能性の検討 

西山敏樹（東京都市大学都市生活学部） 

1．本研究の背景と目標 

 昨今，DXという言葉を目にすることが増えてい

る。DXは Digital Transformation=ディジタルト

ランスフォーメイションの略で，ディジタル化の

様々な技術やサーヴィスが生活者のウェルビーイ

ングを高める前提での社会づくりを指す。特に介

護福祉分野は，全人口に占める高齢者の増加とそ

れに伴う障がい者の増加で需要が高まる。一方，

高齢者，障がい者を支える介護福祉人材の確保は，

少子化で，介護の現場から不安が出る状況である。 

 単に DX と言ってもインターネット，仮想現実

感，仮想社会，人工知能，IoT/IoE，ビッグデータ

やロボティクス等，様々な分野が絡む。介護福祉

人材の確保が難しくなる状況ではディジタル技術

オリエンティッドではなく，現場のニーズに根差

したディジタル技術の活用戦略について早くから

追究する必要がある。そこで本研究では，高山市

と高山市域の介護福祉事業者，一般財団法人飛騨

高山大学連携センター，東京都市大学の 4機関が

協働し，介護福祉分野の DX 化戦略をニーズ志向

で検討することを目指した。本事業は，飛騨高山

大学連携センターの委託研究として，進めている。 

 

2．検討会議の実施と経過について 

 介護分野の DX 推進に向け，関係者ミーティン

グ(4 月 24 日)，4 回の検討会議(5 月 26 日，8 月

21 日，9 月 13 日及び 10 月 2 日)を実施した。検

討会議は関係者全体の会議で，介護福祉事業者の

社員，高山市関係課職員，飛騨高山大学連携セン

ター研究員，西山が一堂に会し，ディスカッショ

ンを重ねてきた。会議では人材不足の深刻化を念

頭に，事業者を超えた送迎サーヴィスと運行に関

わる情報の共有化，利用者の見守り支援システム，

ロボットの活用での省人化，カルテのディジタル

化と利用者の家族も含む関係者での共有化，介護

人材に関する情報共有のシステムと就職支援等，

多岐に亘るアイディアが出た。 

会議では介護福祉事業の本質的な将来に向け

た問題を改めて，深く議論した。その結果，介護

福祉事業の現行の問題及び今後に向け予想される

深刻な問題として，「現場で活躍するミドルクラス

が離職してしまうこと」が一番の痛手であるとの

結論に至った。要は，ベテランのスタッフと入職

して間もないスタッフとのつなぎ役であるミドル

クラス(一般企業での中間管理職のようなイメー

ジ)が離職してしまい，知の伝承がうまく進まない

ことが事業継続上の問題であることが明確になっ

た。特に職業自体への悩み，給与等の待遇面によ

る将来の生活への不安を抱えつつ他の介護福祉事

業者，また別の職種に転職をしてしまう例が増え

ていること等が，確認された。 

 将来に向けての介護福祉事業での最重要問題が

明確になったところで，8 月 21 日と 9 月 13 日の

検討会議では，ミドルクラスを離職させないため

に必要なことは何かをテーマに 2回で計約 4時間

のワークショップを実施した(図 1-図 4)。そして

介護福祉に携わるミドルクラス人材の視点・視座

から「無理のない DX導入のシナリオ」を描いて発

表してもらった。毎回，2 つの班に分かれ，市職

員と介護事業者の職員，シンクタンク(飛騨高山大

学連携センター)職員が混在するチーム編成で，DX

の導入シナリオを検討した。それぞれの班の成果

を 10 月 2 日の検討会議で総括して，融合化も図

りながら，以下のような方向性に整理できた。 

図 1 2023年 8月 21日の検討会議のワークショップ

の様子(ミドルクラスを離職させないために必要な要

素と DXの活用戦略を検討) 

 

3．介護福祉へ DXを導入するときの初期シナリオ 

 研究メンバーは，ミドルクラスにあたる上下を

つないでいく中間管理職的役割の職員を離職させ
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ないことを最重要の目的として，次の機能を持つ

Web コミュニケイションサイトの需要が明らかと

結論付けた。特徴的なことは，いわゆる知恵袋の

ような全世界公開の単なるコミュニケイションサ

イトではなく，高山地域独特の地域性及び慣習，

風土，問題や課題をバックグラウンドとして地域

内で判り合えることを最も重視したコミュニケイ

ションサイトのニーズが高い，ということである。

以上をテーマとして，まずは介護福祉人材の視点

と視座で，次の DX導入初期シナリオをまとめた。 

 

＜初期シナリオで必要となる 4つの機能＞ 

(1)介護福祉事業者のミドルクラス同士が悩み等

を話し合えるコミュニケイションサイト(高山で

の地域性を共通言語にして色々と悩み等を話せる

地域特定の環境を構築することのニーズが高い)。 

(2)高山の介護福祉事業者の匠的なベテラン勢が

ミドルクラスの悩みなどに応えるサイト(やはり

高山での地域性を共通言語として様々なアドヴァ

イスをしてもらえる相談環境へのニーズが高い)。 

(3)介護福祉事業者のミドルクラス等が市所管課

に問い合わせ迅速に問題解決出来るサイト(法令

や判例等を調べるプロセスで迅速な教示を市から

得られる環境を構築するニーズが高い事が判明)。 

(4)介護福祉事業に関連する対面イヴェント等の

参加可能なイヴェント検索の為のサイト(ネット

上でなくリアルな対面の環境を希望する人も多く，

そのきっかけをインターネット上に作っていく)。 

 検討プロセスでは，上記のコミュニケイション

の過程で出てきた悩みをビッグデータとして蓄積

しながら，キーワードや質問を入れていくことで

適切な解決策を提示してくれる生成型 AI の活用

を実装するアイディアも出された。時宜に叶った

アイディアではあるが，技術面やコスト面などで

リーズナブルとは言えず，これからの拡張で視野

に入れるトピックとした。また，職務上のスキル

に悩むミドルクラスの存在を考えて，e-learning

のシステムも，将来への課題としてあがっている。 

 

4．今後の研究 

現在，一般財団法人飛騨高山大学連携センター

が中心になり，事業者や介護福祉事業の関係職員

向けの定量調査を進めている。その結果もふまえ

上記にまとめた DX 導入の初期シナリオに必要な

機能やコンテンツを精査する。そして 2024 年度

にはサイトの仕様，サイトのデザイン及びインタ

フェースの設計から，運営・管理の方法にいたる

まで，検討を続けながら本調査研究を進めていく。 

※なお、DXの領域においては、連続的に新しく革

新的な技術等が開発されており、当初は困難とさ

れた分野に応用することも期待されるため、研究

の一環として、引き続き関連する聞き取り調査や

データ収集を継続して進めていく。 

図 2 9月 13日のワークショップの様子 

図 3 9月 13日のワークショップの様子(合計 4時間

の検討で具体的なシナリオが提示された) 

図 4 毎回の成果はグラフィックレコーディングを 

意識して行い記録・共有化した 
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中心市街地の食料品アクセス問題と行動リスクの均質空間 

伊藤 三津葉ほか（名古屋経済大学経済学部） 

1．研究の背景と目的 

地方都市の中心市街地が抱える問題とはどの

ようなものであろうか。「空洞化」という単語で説

明されるとおり，一般的には市街地に居住する若

者人口の減少であるとか，大型ショッピングモー

ルの進出の影響などによる個人商店の閉業などが

問題視されている。また，中心市街地での居住者

や事業者の減少は公共交通機関の減便と相関があ

るといった研究成果もあり（新井，2021），人々の

経済活動の衰退と社会資本の整備悪化が互いに関

係し合いながら進行しているのが現状といえる。 

近年，そのような地方都市では食料品や日用品

などの生活必需品の買い物を困難または不便だと

感じる高齢者が多く存在するといった食料品アク

セス問題が深刻化している（薬師寺，2015）。くわ

えて，中心市街地で暮らす高齢者の生活支援が可

能な親族も遠方へ転出するなど，高齢者のさらな

る孤立も誘発している。そして，食料品アクセス

に制約が生じると食料接種の多様性や自立度を損

なわせる可能性があり，高齢者の健康状態が著し

く悪化することもある（農林水産省）。よって，食

料品スーパーの誘致等による食料品アクセスの改

善は，長期的な視点に基づいて取り組むべき地域

課題の 1つとされている（大橋ほか，2017）。 

本研究では，そのような地方都市の中心市街地

が抱える課題に注目し，高山市での食料品アクセ

ス問題の解決をテーマとした。具体的には，高山

市の中心市街地に居住する高齢者に対して日常生

活についてヒアリングし，買い物行動に伴う潜在

的な行動リスクについての現地調査に着手した。 

なお，同様のリスク調査は前年度ゼミでも実施

済みであるが（名古屋経済大学，2022），精度の低

さが課題として残されたため，リスク地点のサン

プル数を増やすなど精度を高め，前回調査では把

握しきれなかった潜在的なリスクの詳細を明らか

にすることを目的とした。 

 

2. 調査対象と分析方法 

本研究の分析対象である高山市の人口統計

(2023 年 4 月現在)によると，高山市の総人口は

83,537人で，高齢化率は 33.6%となっており，全

国平均と比べると高齢化が進んでいる地域である

ことが分かる。また，高山市中心市街地は観光で

大変賑わう一方で食料品アクセス問題が深刻なこ

とが想定できたため，高山市を本研究の分析対象

とした。 

2023（令和 5）年 9 月 8 日，中心市街地の買い

物拠点である駿河屋本町店とファミリーストアさ

とう国分寺店を出発点に，4 つのチームがそれぞ

れ東西南北へ放射線状に広がりながらリスク地点

を観察した。リスクの種類は昨年度研究を継承し，

①道路舗装，②歩行危険，③視認性の 3つを取り

上げた。①は陥没や段差など高齢者が転倒する危

険がある道路の舗装状態で，②の歩行危険は交通

量等が多いにもかかわらず歩行者分離帯が無いと

いった危険箇所，③は車の接近が確認できない見

通しの悪い交差点などである。そして，今年度調

査ではそれぞれのリスク地点について，高→中→

低の 3段階による危険度合いの評価を新たに試み

ている。 

 

図 1 道路舗装リスクの例とリスクの度合い 

図 1は，道路舗装リスクとそのリスクの度合い

の一例である。陥没の範囲が広かったり，段差が

高かったりといったケースでは，上の写真のよう

にリスク度合いが高いと評価した。また，人通り

があまり多くない道路での陥没など左下の写真の

ようなリスク地点は中程度と評価し，図右下の写

真のようにひび割れや溝の隙間などといった小規

模なものは低程度と評価した。②③のリスクにつ

-7-



いても同様に評価した。たとえば，歩行危険リス

クに関しても，車両が多く通行するにもかかわら

ず道幅が狭いなどは高程度，白線が消えかかって

いるなどを中程度，車両は多くないが道幅が狭い

地点は低程度といった具合である。 

そして，全 84 地点の 3 つのリスクの種類とリ

スクの度合いの観察結果を地図に可視化すること

で，高齢者の買い物リスクに関する均質空間の観

点より中心市街地を再評価した。 

 

3. 行動リスクの均質空間 

本稿では，①道路舗装，②歩行危険，③視認性

の 3タイプの行動リスクに注目し，図 2の分析結

果のような均質空間を明らかにした。 

先ず，①道路舗装リスクは地図中央を東西に抜

ける国道 158号線（国分寺通り）に多く確認でき

た。また，国分寺通りと南北の通りとの交差点に

その多くは集中していることがわかった。くわえ

て，中心市街地南部の広小路通り沿いにもそのよ

うな危険箇所をいくつか確認できたことから，利

用の多い主要道路での経年劣化が原因の一つと考

えられる。つぎに，②歩行危険リスクに関しては

比較的広範囲に分散しており，特に図中央の鍛冶

橋から南東の観光エリアにその多くが集積してい

るのが分かる。さらには主要幹線道路から少し離

れた所に点在していることが確認できた。最後に，

③視認性リスクは川西エリアに大部分が集積して

おり，その中でも特に朝日町に集中しているのが

分かった。分布特性としては，観光エリアに少な

い一方で歓楽街に多いといった地理的な関連が見

られるのが特徴的である。そもそも交差点の数に

エリアごとの偏りがあるものの，三町などでの観

光拠点整備の副産物として視認性の低い危険な交

差点は少なくなったとも考えられる。 

 

4. まとめ 

本研究では，過去に継続しておこなってきた中

心市街地の買い物行動リスク分布の精緻化を試み

た。その結果，3 つのリスクの種類と 3 つのリス

クの度合いについての地理的特徴に関連した均質

空間が見られることを明らかにできた。そのよう

な分析結果は，高齢化が進む高山市中心市街地の

食料品アクセスの向上に資することが期待される。 

 

 

 

図 2 買い物行動リスクの分布 
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飛騨高山地方における買い物支援の取組みと課題 
 

加藤 美羽ほか（名古屋経済大学経済学部） 

 

1. 研究の背景と目的 

名古屋経済大学経済学部の地域政策ゼミナー

ルでは，2021年度から高山市中心市街地の食料品

アクセス問題に関する調査研究に取り組んでおり，

その成果を第 3回飛騨高山学会において報告した

（名古屋経済大学，2021）。また，第 4回学会では，

移動販売や宅配サービス事業を展開する地元小売

業者にも注目し，買い物弱者の支援策についての

調査も進めてきた（名古屋経済大学，2022）。 

これまでの地域政策ゼミナールにおける調査

では主に中心市街地の食料品アクセス問題に注目

してきたが，人口 10 万人未満市町村の面積の約

75 パーセントが自然面積である日本の国土にお

いては，むしろ中山間の農村集落における食料品

アクセスの方が喫緊の課題といえる。たとえば，

関（2015）は「条件不利地域の買い物弱者支援」

と命名して問題解決の方向性などを示唆し，武田

ほか（2011）は岡山県高梁市の中山間地域を事例

に，より広域かつ多様な消費の場を維持すること

を提案している。  

そこで本研究においては，高山市と飛騨市の中

山間地域を分析対象として，対象エリアの人口統

計について概観し，現在どのような買い物支援策

が実施されており，そこにはどのような課題があ

るかについてまとめ，ほか地域の先行事例などを

参考にさらなる改善策について検討した。 

（ほか地域の先行事例を踏まえた改善点については現

在検討中） 

 

2. 調査対象の現況ときっかけ 

高山市の面積は 2005(平成 17)年の合併後で日

本一の 2,177.61平方キロメートル，うち約 92パ

ーセントは森林で占められるといった特徴があり，

丹生川村や清見村など 9村を編入合併した経緯か

らも，多くの農村集落が広範に点在している。隣

接の飛騨市も 2 町 2 村が合併することで平成 16

年に誕生しており，総面積は 792.31平方キロメー

トルで森林率は約 93 パーセントと高山市より狭

いものの，人口密度は 1㎢あたり 30人程度，合併

後の市の中心である古川町のそれが 143人，河合

町 5人，宮川町 3人，神岡町 25人と，高山市同様

に過疎化が深刻である。経済産業省の報告書で市

町村といった区域の境界に関わらず買物弱者が存

在する可能性が示唆されていることからも，この

問題に対しては飛騨高山地方として広域圏の近況

に注目することが適切といえる。 

 

 
図 1 飛騨高山地方の人口と高齢化率 

 

図 1は飛騨市と高山市の合算による飛騨高山地

方の人口特性である。2018年からのわずか 5年間

でも総人口数が 113,038人から 105,848人へと減

少しており，高齢化率が 33から 35パーセントへ

と少しずつ上昇しているのが分かる。これらの値

は中心市街地の数値を除いた中山間地域ではより

顕著になると思われ，この地方においても条件不

利地域の買い物弱者支援が必要不可欠である。 

また，地域の買い物環境に大きなマイナス要因

となったのが JA 系スーパーといった小規模小売

店の撤退であることが，現地調査中に各方面より

聞こえてきた。飛騨市内では 2017 年にＡコープ

河合支店，宮川支店，信包支店，杉崎支店，古川

支店，山田支店，山之村支店の 7店舗が撤退し，

高山市内では業績改善が見込めないとして 2023

年 2月から高根支店，荘川支店，清見支店の 3店

舗が閉店している。中心市街地からも比較的近い

距離にある清見地区などでは，有志が店舗経営を

継続する形で「きよみストア」として生活用品の

需要に応えている例も見られるが，高根や荘川地

区は生活用品販売の空白地となっており，過疎化

がさらに進展することが予測される。 
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3. 買い物支援の課題と効果 

2023（令和 5）年 9月 8日に飛騨市役所関係者，

郵便局局長，移動販売事業者の 3者に対する関係

者ヒアリングを実施した。表 1では，サービスの

内容，扱う商品の種類，事業開始のきっかけ，効

果と影響，現状の課題について，3 者の取組みを

比較整理している。飛騨市役所では地元小売業者

が移動販売をおこなう際の配送費の補助などの側

面的支援をおこなっている。飛騨市内の東茂住郵

便局は，スギ薬局と連携することで局内の一角に

おいて生活必需品を販売し，カタログ商品の取り

寄せ販売にも対応している。そして高山のスーパ

ー事業者である駿河屋は白川村の中山間エリアで

の移動販売事業を展開している。 

「課題」で注目すべきは，時間の融通や商品の

バラエティなどシステムそのものが未成熟な状態

である。さらには，利益が見込めない現状である

にも関わらず，商品の変更や値上げといった市場

の変化への対応が難しくなっている点は，事業継

続の視点から大きな不安要素といえる。しかし一

方で，「効果・影響」については東茂住郵便局と駿

河屋の取組みにおいて買い物の場が集落のコミュ

ニティ形成に一役買っていることが確認できたり，

飛騨市役所の補助制度などは生協サポーターの活

動の側面的な支援になったり，周囲へと好影響が

波及している様子が確認できる。 

4. まとめ 

本稿では飛騨高山地方における食料品アクセ

ス問題に対する取組みの課題と効果についてまと

めた。結果，食料品アクセスの解決には黒字収益

が望めないことは明白で，このような取組みに対

しては経済成長の観点からの評価ではなく，社会

的価値をどのように見出だせるかで事業継続の可

否が決まってくるのではないだろうか。そのため

にも，市町村といった既存区域の枠組みを越えた

広域圏による例外的な取り組みが重要であると考

える。 

 

参考文献 

1. 経済産業省「買物弱者・フードデザート問題

等の現状及び今後の対策のあり方に関する報

告書」 

2. 関満博（2015）『中山間地域の「買い物弱者」

を支える』，新評論 

3. 武田彬奈，小松泰信，横溝功（2011）「中山間

地域における買い物弱者の現状と対策」『農林

業問題研究』第 183号 

4. 名古屋経済大学（2021）「中心市街地の買い物

環境の復元」『第 3回飛騨高山学会予稿集』 

5. 名古屋経済大学（2022）「地元企業による食料

品アクセス問題に対する取組みと課題」『第 4

回飛騨高山学会予稿集』 

 市役所 郵便局 駿河屋 

サービスの内容 ・配送費の補助 

・生協サポーター 

（配送サービス） 

・局内販売 

スギ薬局、市役所と連携 

・スーパーカー 

（百川・荻町・平瀬） 

・おうち便 

いつ 2017 年 ＪＡ撤退により 

2021 年 事業者パンフ 

2021 年 4 月 5 日 2018 年 5 月 

なぜ（きっかけ） ・ＪＡ撤退 ・買い物施設が何も無くなってしまった 

・「地域の役に立つことは何かできない

か」（郵便局内からの声） 

・平瀬地区からのＪＡ撤退 

現状課題 ・お店の撤退 

・ノウハウがない 

（自治体がお店を開けない） 

・商品の変更・値上げの対応が難しい 

・商品のバラエティを欠く 

・システムが未熟 

・儲けがない 

・収益が赤字 

（約△300 万円/年） 

・時間の融通が利かない 

・詰める商品に限界がある 

・車に乗るための階段が急なため、サポートが必要 

・売れ残り商品の処分が店の負担になる 

効果・影響 ・山乃村地区の生協サポータ

ーが助かっている（片道50分

かかるため） 

・コンビニのように利用される 

・コミュニティの場 

・スーパーカーが来るだけで「安心感」 

・免許返納が安心して行える 

・積んでないものでも欲しいものが手に入る 

・普段外に出ない人も買い物に来る 

・移動販売車に集まることでコミュニティが形成される 

商品の種類  ・生鮮食品✘ 

・加工食品（カップヌードル、ジュース） 

・生鮮食品 ・調味料 ・お菓子・飲み物 

・花 ・アイス ・日用品 

表 1 飛騨高山地方における買い物支援の現状 
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高山祭の歴史とこれから 

三島千波 三島奈津子（岐阜県立斐太高等学校２年） 

 

1．高山祭とは 

年に 2回行われる祭で，4月 14，15日に行われ

る山王祭（春の高山祭）と，10月 9日，10日に行

われる八幡祭（秋の高山祭）があります。春は作

物の豊作を願い，秋は作物の豊作に感謝します。 

 

2．高山祭の歴史 

高山祭の始まりは 1600 年の金森可重の時代と

言われています。それから約 100 年後の 1708 年

に屋台が登場したと言われています。八万祭の神

楽台をはじめ様々な屋台が創建されていきました。

山王祭に屋台が登場したのはその 40 数年後世と

言われており，1700年代の後半にかけて多くの屋

台が出現していったようです。 

 

 
図 1 山王祭 

 

上の写真は山王祭の写真です。今はとてもきら

びやかな屋台ですが，昔はとても質素なものでし

た。屋台が整い進化を始めたのが 1804 年頃とさ

れています。昔から屋台は各屋台組で管理されて

おり，屋台の進化も屋台組の人達によるものでし

た。 

 

3．高山祭の昔から変わらないもの 

大きな変化を遂げてきたのは屋台だけではあ

りません。高山祭それ自体も大きな変化を遂げて

きました。そんな高山祭には祭りが始まった江戸

時代から受け継がれてきた言葉があります。それ

は「すべからず祭事をとくするは先例を継ぎまし」

という言葉です。これは祭りを行うなら前回と同

じように行いなさいという意味です。しかし昔と

比べたら祭の形式は大きく変わっているはずです。

どういうことでしょうか。それは変えていないの

は祭の形式ではなく，祭りを行う人々の心意気，

祭の原点のことを言っているからです。目には見

えなくても昔から変わらない大事に受け継がれて

きたものが高山祭にはあるのです。 

 

4．これからの高山祭 

長い歴史を持つ高山祭ですが変わったのは祭

りだけではありません。交通の発達や外国からの

観光客が増えたことです。一方で，高山祭を行う

担い手が年々減少していることもそのひとつです。

担い手だけでなく，高山市自体人口が減少してい

るのが事実です。そんな中で，各屋台組は様々な

解決策を編み出しています。例えば他の地域や県

外の人も祭に参加させるなどです。これは実際に

秋田県の「なまはげ」の担い手が不足した時に行

われていたことです。このこと以外にも様々な対

策がされました。しかし，それでもまだ解決する

には時間がかかるでしょう。そのため，私達には

この美しい伝統を残していくために，何ができる

か考え，実行に移す力が必要です。 
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観光 DX に向けた地域のデジタルリテラシーの向上 

堀涼，浦田真由，遠藤守，安田孝美（名古屋大学大学院情報学研究科） 

 

1. はじめに 

2021 年デジタル田園都市国家総合計画が発表

され，地方課題のデジタルの力での解決が図られ

ている。観光 DX（Digital Transformation）はそ

の重要施策分野である。観光 DXの実現に向けて，

大学や民間企業による観光において必要なデジタ

ル技術の開発が盛んに行われている[1]。 

しかし，技術と観光地を運営する人々の間には，

ギャップがあり，観光はデジタル利活用が進んで

いない分野である[2]。観光 DXのメリットを観光

地にも還元していくためには，技術を観光地現地

の人々自身が使いこなす事が必要である。そのた

めに，観光 DX に向けて地域内でデジタルを使い

こなす事ができる人材が必要である[2]。 

2. 高山におけるデジタル利活用 

筆者らが高山において行なった市役所や商店

街事業者，飛騨高山観光コンベンション協会観光

関連事業者の職員を対象としたヒアリングにおい

ても，デジタル活用に興味があるがどうすれば良

いかわからない，という声を得ている[3,4]。 

本研究では，高山において観光地を運営する

人々のデジタルリテラシーを向上させることを目

的とする。リテラシーを向上させるためには，デ

ジタルに関する関心を持たせること，必要な知識

を持たせることが必要である。そのために，①高

山でのデータ利活用について考え，議論するワー

クショップ（WS），②実際のデジタルツールについ

て知識を得るためのデジタル勉強会を開催する。 

3. 高山での実践 

3.1. ICTを活用したまちづくりワークショップ 

高山市役所において 2021 年 11 月 7 時〜8 時半

の第 1 回 WS と 2022 年 10 月 7 時〜9 時の第 2 回

WSを開催した。それぞれ 40〜50名が参加した。 

WS 前半は筆者らが行っている通行量データの

分析など通行量に関する研究成果を発表をした。 

第 1 回後半には，ICT を利活用したまちづくり

について，地域事業者自ら考えるため，参加者を

10名程度のグループに分け，データ利活用に関す

る議論を行った（図 1）。第 2回後半には，高山市

商店街連合や飛騨高山ホテル協同組合，高山の

様々な組織の代表者に 5名にパネラーを依頼し，

高山でのデジタル利活用に関するパネルディスカ

ッションを行った（図 2）。 

 
図 1：データ利活用に関する議論 

 
図 2：パネルディスカッション 

3.2. 名大生と始めるデジタル勉強会 

１時間ほどの勉強会を 2回開催した。 

2022年 1月に「プライバシーテック編」を開催

した。各店舗のデータを地域で安全に共有できる

最新技術のプライバシーテックを扱った。基礎的

な説明や法律的な懸念など質疑の後，活用したい

場面を参加者全員が考え他の参加者と共有した。 

同年 3月には「Googleビジネスプロフィール編」

を開催した。Google Map上の自店舗データを管理

ができる Googleビジネスプロフィール（GBP）に

ついて扱った。興味さえあればすぐに実践できる

ツールであるため，終了後には筆者らのサポート

により希望者が GBPに登録した。 
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図 3：プライバシーテック編 

 

図 4：Googleビジネスプロフィール編 

4. 結果と考察 

WS後のアンケートでは両回とも「引き続きデー

タ分析の結果を知りたい」という声を多くの参加

者から得ており，通行量の利活用に関心を持たせ

られたほか，多くの感謝の言葉や ICTを活用した

まちづくりに関して大学と引き続きの連携の要望

の声を得た。筆者らの活動を知った店舗が店舗運

営におけるデータ利活用に関心を示しているなど，

デジタル利活用に関する関心を喚起できた。 

第 2回後半のパネルディスカッションでは，高

山においても購買データを地域で共有することを

考えている人がいることや，ホテルの宿泊データ

を統合し地域事業者に共有する計画があることな

どを共有した。デジタル勉強会でも，新しい技術

のプライバシーテックや GBPを扱い，デジタルツ

ールに関する新しい知識を共有できた。 

加えて，第 1回後半の議論では，高山での通行

量やデジタルの使い方について考え，議論するこ

とができた。GBP の勉強会では，5 件の事業者が

GBP に登録し，自ら営業時間を設定するなどその

後も活用しており，実際にデジタル利活用につい

ての議論や利活用の実践に繋げることができた。 

市役所職員は「参加者のごく身近な課題に対して

少しずつでも成果を出せ，それを還元できている。

参加者の興味関心度合いは，回を重ねるごとに強

くなってきたと感じている」と評価している。 

 

5. おわりに 

 本研究では，高山において観光地を運営する

人々のデジタルリテラシーを向上させることを目

的に WS と勉強会を開催した。デジタルに関する

新しい知識の共有や関心の喚起，デジタル利活用

の実践の点でリテラシーを向上させた。 

観光 DX のメリットを観光地に還元するために

は，地元での実践が不可欠である。今後も引き続

き WS や勉強会でデジタルと接する機会を確保し

ながら，事業者がデジタル利活用を実践できる割

合を増やしデジタルに慣れることで，デジタルを

利活用できる地域にしていきたい。 

  

謝辞 

本研究にご協力いただいた高山市の皆様，ＮＥ

Ｃソリューションイノベータ（株）の皆様に心よ

り感謝いたします。本研究の一部は，JSPS科研費

20K12545，23KJ1123，名古屋大学令和 5 年度地域

貢献特別支援事業の助成を受けたものです。 
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市役所の市民課窓口混雑予測カレンダー公開による混雑分散化 
 

谷口 友隆 浦田 真由 遠藤 守 安田 孝美（名古屋大学大学院情報学研究科） 

 

1. はじめに 

自治体は，急速な人口減少と高齢化に伴い，

2040年には職員が半減し，今の半数の職員で自治

体を支える必要があるとされている。また。税収

の減少や空き家・空き地の増加による財政逼迫，

専門知識を有する職員の確保の難しさ等，人的・

予算的に危機的状況に置かれることが想定される

［1］。その中で AI は職員の業務効率化や住民サ

ービスの向上を実現する手段として期待されてお

り，自治体は国に対して AI 導入事例の提供を求

めている［2］。 

筆者は，高山市役所において「窓口混雑予測カ

レンダー公開」という形で AIを導入した。本稿で

は，その概要について報告する。 

 

2. 市役所の現状 

市役所の一般的な課題として，混雑が集中する

時期があり「市民を待たせてしまう」「職員の負担

が大きい」という問題がある。 

この問題の対策として，一部の役所（名古屋市

区役所など）ではリアルタイムの混雑状況を提供

したり，職員の経験に基づいて混雑予測をする取

り組みがある。高山市役所では，現在，混雑状況

をリアルタイムで知らせるために，アニマドとい

う混雑状況可視化サービスを活用している。 

しかし，これらに対しても，事前に来庁の予定

を立てられないことや職員の業務負担が増加する

ことが課題として挙げられる。 

 

3. 研究目的 

これまでも混雑予測による混雑分散化に関す

る研究は行われてきた[3]。しかし，予測の手法や

精度に関する記述が多く，実用化まで至った例は

非常に少ない。 

本研究では，市民課窓口の混雑状況を AI を用

いて予測した，窓口混雑予測カレンダーを作成・

公開する。混雑を分散化し，「市民の利便性向上」

「市職員の窓口業務負担の平準化」を目指す。 

 

4. 混雑予測カレンダーの概要 

4.1. 使用するデータと混雑度の定義 

市民課窓口に設置してある発券機のデータを

使用する。このデータは，誰がいつ何の用事で来

庁したかを把握できるものである。混雑度は，１

時間あたりの発券数に基づき，5段階に分割する。

発券機のデータを使用するメリットとして，来庁

している人数を正確に測定できることが挙げられ

る。 

 

4.2. 予測方法 

予測モデルは LightGBMを使用し，2ヶ月先まで

の混雑度を予測する。評価指標には「Quadratic 

Weighted Kappa（以下，kappa係数）」を使用し，

kappa 係数が 0.8 以上であることを確認した。

kappa 係数とは実測値とどの程度一致しているか

を表す統計量である。1 に近い程一致度は高く，

0.8 以上であれば「ほぼ完全な一致」とされてい

る。 

 

4.3. 表示方法 

窓口混雑予測カレンダー（図 1）を作成した。

特徴として，「2ヶ月先までの混雑予測を表示」「1

時間ごとの混雑予測を確認可能」「混雑度は 5 段

階のアイコンで視覚的に把握可能」が挙げられる。 

 

 
図 1 窓口混雑予測カレンダー 
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5. カレンダー公開サイトの運用 

月に 1 回市職員が筆者に発券機データを送り，

筆者が予測・カレンダー作成を行う。その後，カ

レンダーを予測公開サイトへアップロードする。

混雑予測カレンダー公開サイト（図 2）は 2023年

6 月から運用中である。また，筆者が関わること

なく混雑予測カレンダーを作成できる専用サイト

（図 3）も作成した。市職員が自らカレンダーを

作成することが可能である。 

 

 

図 2 混雑予測カレンダー公開サイト 

 

 

図 3 専用サイト 

 

6. 結果 

カレンダーについて，市職員に話を聞くと「予

測結果は体感として正しいと感じる」「カレンダー

を見て来庁時間をずらす人が増えればクレームの

減少に繋がりそう」という意見をいただいた。職

員目線だけでなく市民目線の意見を聞くことも重

要であると考えているため，今後アンケートを実

施するなどしていきたい。 

また，サイト分析からお盆にサイト閲覧数が増

えたことが分かった（図 4）。混雑期になれば混雑

予測カレンダーの需要が高まると考えられる。市

民課の混雑期は 3，4月であり，その時期にこのサ

イトがより多くの人に利用されることを期待して

いる。 

 

図 4 サイト閲覧数の推移 

 

7. おわりに 

本研究では，高山市役所に AIを導入し，窓口混

雑予測カレンダーの作成・公開に取り組んだ。高

山市との会議では，市職員から好意的な評価を得

られた。また，サイトの分析からも，お盆にサイ

ト閲覧数が増加することが確認でき，市民課の混

雑期にこのサイトが役立つことが期待される。 

今後の展望としては，混雑予測を街中の通行量

に応用し近隣店舗のシフトや在庫調整の支援を行

うことなどが挙げられる。 

 

参考文献 

1. 総務省，自治体における AI活用・導入ガ

イドブック，

https://www.soumu.go.jp/main_content/0

00820109.pdf，2023.10.16 

2. 総務省， 自治体における AI・RPA活用促

進，

https://www.soumu.go.jp/main_content/0

00890320.pdf，2023.10.16 

3. 山田 広明，神山 直之，岩下 洋哲，大輪 

拓也，大堀 耕太郎，利用者均衡を満たす

混雑予測を用いた最適人流制御，経営課題

に AIを!ビジネスインフォマティクス研究

会 (第 12回)  
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【共同研究】コロナ禍における高山市の経済対策 
－その検証と展望－ 

 

                         愛知大学地域政策学部・鈴木誠ゼミナール  

 

はじめに 

 新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大

の影響を受け，観光が基幹産業である高山市は，

国内外からの観光客の激減などにより大きな打撃

を受けた。高山市の経済社会が大きな打撃を受け

る中で，国・県では様々な経済対策を実施する。

さらに，高山市でも市独自の経済対策を実施し，

コロナ感染症が市民生活や産業活動に及ぼす影響

を最小限にとどめる努力を重ねてきた。だが，そ

の全体像の把握は十分に行われたとは言い難い。 

今回の研究では，2020 年度と 21 年度の高山市

の財政運営から読み取れる「事実」を明らかにし，

その要因を国・県，高山市の経済対策，さらに民

間企業の取り組みにもとめ，主体間でいかなる政

策がとられたのかを分析する。 

 

1. 高山市の財政状況への影響 

 2020年 4月に新型コロナウイルス感染症の流行

が本格的に始まって以来，緊急事態宣言や渡航制

限など人の移動と経済活動を規制する国の水際対

策が打ち出されたことは周知のとおりである。そ

の結果，2019 年と 2020 年を比較した場合，訪日

外国人旅行客数で見ると，3,188 万人から 412 万

人へと大幅な減少が見られた。高山市も例外なく

大きな影響を受けた。 

そこで，はじめに，高山市への影響を把握するた

めにコロナ禍での水際対策の結果が，高山市の財

政運営にもたらした影響を考察する。経済社会へ

の影響が財政運営をどう左右したかについて，検

討する。 

 

2. 高山市独自の経済対策 

 次に，コロナ禍における高山市の経済対策をは

じめ，市内ホテル事業者のコロナ対策事業，岐阜

県信用保証協会を通じた国のコロナ対策事業を検

証する。前記１の高山市の財政分析を通じて，コ

ロナ禍における高山市の歳入歳出の特徴を，一般

会計をもとに考察した。そうした特徴の背景には

いかなる経済対策が存在したのだろうか。この点

を明らかにするために，2023年 9月高山市役所等 

へのヒアリング調査を行った。その成果等を活用

して検討する。 

 
図 1 高山市でのヒアリング調査① 

 

図 2 高山市でのヒアリング調査② 

 

3. 比較都市伊勢市における経済状況と対策 

 3 では伊勢市における経済状況と市の経済対策

を中心に考察する。三重県伊勢市は高山市と同様

に産業構造において観光産業の占める割合が大き

い。雇用面，付加価値額などの点で重要な位置を

占める観光関連産業を，コロナ禍において支援す

るための経済対策が，伊勢市においても重視され

展開された。そのインパクトが伊勢市の財政運営

や経済活動にいかなる影響をもたらしていたかを

考察する。 
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4. 伊勢市の観光関連事業について 

 4 では特に伊勢市独自の経済対策を，具体的事

例をもとに考察する。その一つとして，伊勢市の

商品券事業を取り上げる。伊勢市の商品券事業を

検証しながら高山市が実施した商品券事業を考察

し比較分析を行う。また，クリエーターズワーケ

ーション促進事業や Google Arts ＆ Culture政

策など伊勢市独自の対策についても言及し，それ

らによっていかなる政策効果が生み出されたのか

を検討する。 

 

図 3 伊勢市でのヒアリング調査 

 

5. 提案―むすびに代えて― 

 最後に，以上の考察をもとに，コロナ禍におけ

る国・県の経済対策の評価とともに，高山市独自

の経済対策の意義，課題について総括する。高山

市独自の経済対策である「さるぼぼコイン」事業

は，市外からの誘客が困難となる中で，地域の市

民相互のお金の循環を生み出し，徐々に観光客を

も取り込みながら地域経済循環の大きな原動力を

果たすようになる。アフターコロナを見据えた地

域経済の再生が展望できる今日，インバウンド対

策だけでなく，住民・地域社会と協働した観光ま

ちづくりのシステムを軸に提案する。その点を踏

まえた地域政策提案を試みてみたいと考える。 

 

参考文献 

1. 観光庁「統計情報・白書」 

https://www.mlit.go.jp/kankocho/siryou/t

oukei/in_out.html 
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【共同研究】飛騨高山で働くことに対する大学生の意識調査 
～高山市の福祉・医療施設における看護学生の体験～ 

 

臼田 成之 奥村 太志 松原 薫 北村 美恵子 水上 和典 遠渡 絹代 

長谷川 真子 神谷 真有美 緒方 京（岐阜協立大学看護学部） 

 

1. はじめに 

わが国は国民全体の少子高齢化が急ピッチで

進んできており，近年は様々な産業分野で現役世

代が減少し，深刻な人手不足に陥っている。福祉・

医療分野も同様であり，就業者数は 96 万人不足

していると言われている 1）。とりわけ岐阜県にお

いては，飛騨圏域が広大な面積を抱え，ここでの

医療・福祉分野の人材確保は喫緊の課題となって

いる。県内の病院では，医師・看護師の確保が困

難なため，病棟を閉鎖するところまで出てきてい

るという。 

著者らは看護師を養成する大学教員であり，看

護に関連する課題について，飛騨圏域との連携を

模索している。そのような中，飛騨で働く臨床家

たちが，高山市における地域福祉・医療の取組み

と課題の周知を目指して本学の看護学生を教育研

修に招いてくれた。研修を終えた学生たちは口々

に「得難い貴重な体験でした」と報告している。

そこで，この 2泊 3日の看護研修において，看護

学生が何を学び，どのような将来展望を抱いたか

について明らかにし，今後の連携につなげていき

たい。 

 

2. 目的 

高山市が企画した看護研修から得た学生の学

びや将来展望を明らかにし，今後の連携について

検討する。 

 

3. 研修の概要 

 研修は高山市内で 3日間の行程で実施した。1・

2 日目は，高山市における福祉・医療の現状や取

組み等について高山市内の福祉・医療機関の施設

長や看護部長らの講義を座学で受けた。2 日目夜

は懇親会に参加し，学生と現地関係者が交流した。

3 日目は高山市内を散策し，高山市の文化に触れ

た。 

 

4. 研究方法 

 本研究では，高山市（飛騨高山大学連携センタ

ー）が企画した研修に参加希望した看護学部の学

生 11人（1年生 5人，3年生 7人／うち飛騨高山

出身の学生 1名）を研究対象とした。データ収集

はアンケート調査（無記名・自由記述）とインタ

ビュー調査で行った。調査は，研修前，研修 1・2

日目終了後，研修 1週間後の計 3回実施した。調

査内容について，研修前は「オリエンテーション

に参加して印象に残ったことや考えたこと」，研修

1・2 日目終了後は，「研修に参加して一番印象に

残ったことや楽しかったこと，受講してどのよう

な考えや意識を抱いたか，その理由について」，研

修 1週間後は「研修に参加した現在の気持ちや考

え」とした。得られた情報は，質的・帰納的に整

理して全体像を示し，今後の課題を検討した。倫

理的配慮として，本調査研究は学生の自由意思で

参加し，前提として学生は体験を情報として提供

することを同意のうえ研修に参加してもらった。

本研究は岐阜協立大学研究倫理委員会で承認を得

て実施した（承認番号 EA-2023-002）。 

 

5. 結果 

5.1. 研修参加者 

 研修参加希望者 11 人全員が事前オリエンテー

ションに参加したが，個人の事情により 1 年生 3

人が研修の参加を辞退し，研修に 8人が参加した。 

5.2. 調査結果 

 学生より得た情報は，カテゴリーを【 】，サブ

カテゴリーを[ ]で表す。 

5.2.1. 研修前オリエンテーション 

 研修前のオリエンテーションで印象に残ったこ

とや考えたことについて 3つのカテゴリーが抽出

された。【高山市の施策】では，[取り組みの現

状][若者世代の育成][奨学金制度への関心][就業

条件への関心]が挙げられた。【高山市の現状】で

は，[高齢化が進む高山の地域医療][高山文化への

関心]が挙げられた。【高山研修への関心】では，

[研修で学ぶ姿勢の醸成][体験型研修の要望]が挙
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げられた。 

5.2.2. 研修 1・2日目終了後 

 研修に参加した後に印象に残ったことや考えた

ことについて 5つのカテゴリーが抽出された。【研

修の意義】では，[研修による理解の促進]［健康

管理に関する意識の高まり］[在宅での看取りに心

動く][在宅ケア・地域医療に魅力をもつ]が挙げら

れた。【高山市の保健・医療・福祉の取り組み】で

は，[高山市の地域医療の促進][地域の実情に応じ

た社会資源の発展]［高齢者の状態に応じた援助の

工夫］が挙げられた。【高山市の保健・医療・福祉

の課題】では，［地域の実情と課題］［人出不足の

現状と課題］[介護負担の大きい家族への支援]が

挙げられた。【地域包括ケアシステム】では，[ICT

の利活用] [地域の特性に応じた支援][対象の望

みや思いを理解する] [多機関・多職種との連携・

協働による地域包括ケアシステム]が挙げられた。

【学生のキャリア形成】では，［将来への目標や展

望の明確化］[キャリア形成に影響をうける]が挙

げられた。 

5.2.3. 研修 1週間後 

研修 1週間後における研修に参加した今の気持

ちについて 5 つのカテゴリーが抽出された。【学

生のキャリア形成】では，[高山市への就業の関心

の高まり][将来への目標や展望の明確化]が挙げ

られた。【研修の意義】では，[学修と研修の結び

付け][高齢化が進む高山の先駆的な地域医療][高

山市の地域医療の魅力][医療・介護への姿勢の感

銘][地域医療の視点の拡がり]が挙げられた。【高

山市の保健・医療・福祉の課題】では，[高山市へ

の医療の遅れの先入観][少子高齢化が進む高山市

の地域医療の魅力と課題]が挙げられた。【地域包

括ケアシステム】では，[高山市の魅力を引き出す

地域包括ケアシステム][多機関多職種連携と相互

理解で高め合う地域包括ケアシステム]が挙げら

れた。【研修への要望】では，[施設見学の要望][研

修の魅力を高めるための要望]が挙げられた。 

 

6. 考察 

へき地で働く看護師が直面する看護上の問題

として中川ら 2）は，地域特性に沿った看護実践へ

の困難，高い質の医療確保が困難，マンパワー不

足，他職種との連携における困難，学習活動の不

足などを挙げており，これらの要因が福祉・医療

従事者の就職を拒む要因にもなることが考えられ

る。今回，学生は研修を通して飛騨高山の福祉や

医療の実際の話を聞き，飛騨高山の地域医療の現

状と課題を知ることができた。とりわけ，学生は

特に印象に残った点として，地域特性に合わせた

福祉や医療を提供していること，多機関多職種連

携が行われていること，高齢化が進む地域で在宅

医療が進歩していることを挙げた。結果，研修 1

週間後には，多くの学生が高山への就業の関心を

高めていることから研修の意義を認め，将来，看

護師や保健師として高山市へＵターンおよびＩタ

ーンのきっかけ作りができたと考える。今後の課

題として，今回の研修は新型コロナウイルス感染

症の感染予防で，全て座学で実施したが，多くの

学生より施設見学や現地の人との関わりなど体験

を重視した内容の要望が多かったため，その要望

に応えるプログラムを検討したい。 

 

7. 謝辞 

 研修を実施するにあたり多大なご協力を賜りま

した飛騨高山大学連携センターの担当者様をはじ

め，講義を快く引き受けて頂きました高山市内の

各施設担当者様に心より感謝申し上げます。 

 

引用文献 

1． 厚生労働省 令和４年度厚生労働白書－社会

保障を支える人材の確保 https://www.mhlw. 

go.jp/wp/hakusyo/kousei/21/dl/zentai.pdf

（閲覧 2023.10.14） 

2．中川早紀子，高瀬美由紀：日本におけるへき

地で働く看護師が直面する看護上の問題，日

本看護研究学会雑誌，39(4)，105-113，2016

年． 
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平安時代の飛騨工について 
 

手嶋 大侑（同朋大学文学部人文学科） 

 

1．はじめに 

 日本古代において，飛騨国は，調・庸の税が免

除される代わりに，毎年，里ごとに匠丁 10人（う

ち 2人は廝丁）を都に送ることになっていた（賦

役令・斐陀国条）。この制に従って，飛騨国から都

に送られた人々が「飛騨工（飛騨匠）」である。 

 「飛騨工」進納制度は，他国（他地域）には見

えない飛騨国特有のものであり，そうした制度に

よって都に送られる「飛騨工」は，飛騨国の特殊

性を象徴する存在として早くより注目されてきた。 

 本発表では，飛騨工に関する論点のうち，これ

まであまり検討されてこなかった“飛騨工の逃亡”

について，当時の地方社会の問題との関連を意識

しながら考察していきたい。 

2. 飛騨工と院宮王臣家・諸司・富豪層問題 

2.1. 飛騨工の逃亡 

 平安時代前期になると，飛騨工の逃亡が問題化

し，それに対応するための法令が複数出された。

その関係史料の一つが 834（承和元）年 4月 25日

太政官符（『類聚三代格』巻 20）であり，本官符が

引く 814（弘仁 5年）5月 21日太政官符には， 

宜三重下知捜勘令二言上一。若有二容隠一者，国

郡官司，准二太政官去延暦十三年符一，科二違

勅罪一。郷長・隣保亦准レ此科レ之。雇役之家処

二杖一百一，計下自二来日一一人之功上，日別徴二

新銭一百文一，令レ送二彼後家一。永為二恒例一，

以絶二姧源一 

とある。これによると，当時の中央政府は，飛騨

工の逃亡に対して，(a)逃亡した飛騨工の捜索を命

じるとともに，(b)飛騨工を容穏した国司・郡司や

郷長などを違勅罪に科し，また(c)飛騨工を雇役し

た者を杖罪に科し，かつ雇役期間分の日功を徴収

すべきことを命じている。 

 ここで注目すべきは（b）(c)の政策であり，こ

こから，①飛騨工を容隠する国司・郡司・郷長ら

がいたこと，②飛騨工を雇用する者がいたことが

判明し，飛騨工の逃亡に地方官や地方有力者の関

与が窺える。 

2.2. 院宮王臣家・諸司・富豪層の活動 

 こうした状況を当該期の地方社会の状況と比較

してみると，飛騨工の逃亡は，九世紀に社会問題

となる院宮王臣家・諸司・富豪層の活動と状況が

通底していることに気付く。 

 院宮王臣家・諸司・富豪層の問題とは，中央の

院宮王臣家・諸司と地方有力者である富豪層が政

治的・社会的関係を結び（富豪層が院宮王臣家の

家人や諸司の雑任となる），所領の獲得・経営など

の動きを活発化させ，国司に抵抗するようになる

問題である。この動きは，九世紀初頭より畿内地

域を中心に見えはじめ，九世紀後半以降，畿外地

域にも拡大し深刻化していくが，そうした活動に

⑴国司が関与していたこと［吉川 2002］や，⑵富

豪層が農民・非農業民を組織していたこと［戸田

1991］が指摘されている。こうした先学の指摘を

踏まえると，飛騨工逃亡問題で指摘した①・②と，

上述の⑴・⑵が，それぞれ対応することがわかる

だろう。 

 以上より，平安時代前期に問題化する飛騨工の

逃亡は，当該期より活発化する院宮王臣家・諸司・

富豪層の活動との関連が窺えるのである。 

3．おわりに 

 本発表では，飛騨工の逃亡と院宮王臣家・諸司・

富豪層の活動との関連性を指摘した。本発表の結

論は問題提起の域を出ることはない。しかし，院

宮王臣家・諸司・富豪層の問題は古代国家の変容

に関わる重要な問題であり，その中に飛騨工の問

題を位置付ける作業は，飛騨地域の歴史を考える

上でも必要な作業だと考える。 

今後は，この問題について考察を進め，飛騨工

の問題を当該期の地方社会全体の動向の中に位置

付けていきたい。 

参考文献 

1. 市大樹「九世紀畿内地域の富豪層と院宮王臣

家・諸司」（『ヒストリア』163，1999年） 

2. 彌永貞三「飛騨工」（『日本古代社会経済史研

究』岩波書店，1980年，初出 1971年） 

3. 戸田芳実『初期中世社会史の研究』東京大学

出版会，1991年 

4. 吉川真司「院宮王臣家」（『律令体制史研究』

岩波書店，2022年，初出 2002年） 
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古い町並高山の魅力と飛騨の文化にふれる持続可能なまちづくりと集客に
関する研究～ SDGs未来都市の形成のための地域活性化と価値創造の波及効果 ～ 

 

川口 和英（東京都市大学 都市生活学部 教授） 

 

1. はじめに 

高山市および飛騨高山エリアとその周辺地域

は新型コロナ禍により観光地としてダメージを受

けたが，withコロナの時代に到り，持続可能な地

域づくりと，魅力を広く周知し，改めて集客機能

や活性化プログラム検討が必要となってきている。

高山市は 2021 年「SDGs 未来都市」に指定され，

理念に沿った基本的・総合的取組を推進している。

この指定された地域は，特に経済・社会・環境の

三側面の統合的取組による相乗効果，新しい価値

の創出を通して，持続可能な開発を実現するポテ

ンシャルを有すると考えられ，地域的特性を活か

す必要がある。 

本研究では，同地域の魅力を改めて分析し，古

い町並高山の魅力と飛騨の文化にふれる持続可能

なまちづくりと集客に関する観点から，将来の地

域活性化に繋がる方策を検討すること，その一部

効果を測定することを目的とする。 

 

2. 研究方法 

本研究は，以下の視点より，調査分析を行う。 

1)高山市 SDGs未来都市のなかの経済，社会，環境

に関する KPIの検討。 

2)持続可能な開発目標 SDGsの観点から，SDGコン

パスにもとづき，飛騨高山エリアの地域活性化方

策の分析整理し，モデル事業の検討。 

3)簡易経済効果測定モデルを構築する 

4)施設効果の測定条件の設定および効果測定 

5)SDGs 未来都市に掲げられる一部の計画および

前提条件による SDGs 未来都市による施設効果を

測定する。 

 

3. 飛騨高山における SDGsの取組み 

3.1. SDGs未来都市としての位置づけ 

現在 SDGs未来都市は 182都市あり（2018-2023），

自治体 SDGsモデル事業は 60都市ある。高山市は

2021 年に SDGs 未来都市に指定された。指定され

たのは人口 5万人レベルの町村から，政令指定都

市，県レベルのものまで，それぞれ経済・社会・

環境の三側面の統合的取組による多様な取組によ

り相乗効果，新しい価値の創出を通して，持続可

能な開発をめざす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2. SDGs未来都市としての飛騨高山位置づけ 

高山市 SDGs 未来都市で 1)観光まちづくりの推

進，2)飛騨高山ブランドの強化，3)地域循環型経

済の構築，4)歴史・伝統の保存，継承，5)夢と誇

りが持てる社会の構築，6)ともに支えあうしくみ

の構築，7)脱炭素社会の早期実現，8)100 年先の

森林づくり，9)山岳資源等を活かを掲げており地

域活性化について分析を行う。 

3.3. 整備効果測定モデルの基本構造 

 (1)モデルの全体構成と構築 

集客機能による地域への経済波及効果等を測

定する。効果測定モデルとしては 2015 年岐阜県

産業連関表データを用い，全体構成は図 3に示さ

れる。また将来的には応用一般均衡モデル作成に

むけ，算制約下での効用最大化をめざし，企業で

は生産技術制約下での費用最小化を図る前提とす

る。 

図 1「SDGs未来都市」指定都市（2018～2023） 

図 2 高山市の経済，社会，環境の各側面の相乗効果 
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3.4. 高山 SDGｓ未来都市の整備効果の測定 

 SDGs未来都市の実現にあたっては，1)古い町並

の魅力のある市街地との連携，2)魅力ある自然体

験（山岳景観，清流，高原，温泉），3)飛騨の匠

の文化，木の技術，4)豊かな特色ある文化形成と

経済，5)多客層アピール等があげられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ここでは，SDGs11.3住み続けられるまち（古い町

並）SDGs9.1 観光資源インフラと有効活用，

SDGs7.1 エネルギーをみんなに，SDGs6 安全な水

などを目標に都市環境と調和した観光資源が活

性化したケースについて整備効果を考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

3.5. SDGs未来都市の整備効果の測定 

SDGs未来都市の推進により想定される KPIであ

る観光入込客数を 230 万人(2018)から 500 万人

（2024），外国人観光客を 10万人(2018)から 80万

人（2024），奥飛騨温泉郷の宿泊数 60万人(2019)

から 70万人(2024)，自然エネルギーによる電力の

創出量を 45.597Mwh(2019)から 90,000 Mwh（2024）

と設定を前提とした済効果を試算する。作成した

簡易測定システムにより上記の波及効果は

11,521 百万円(直接＋第１次効果 15,900 百万円，

うち 1 次間接効果 4,552 百万円)，就業誘発効果

1,722人と測定された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.まとめ 

以上，SDGs未来都市高山市の集客的なまちづく

りへの波及をターゲットにおいて整備効果を簡易

に計測できるプログラムの構築の検討を行った。

今回の試算は施策の一部であるが今後，こうした

波及の分析ついて明確に把握してゆくニーズは高

まっていくと考えられる。 

参考文献 

1. 岐阜県環境生活部環境企画課, 岐阜県中部山 

岳国立公園活性化基本計画-活力ある乗鞍・奥

飛騨地域をめざして,2014.1 

2. 中部山岳国立公園南部地域利用推進協議会, 

中部山岳国立公園南部地域利用推進プログラ

ム 2020 

3. 川口和英,地域スポーツによる集客機能およ

び地域波及の測定に関する研究,日本建築学

会関西大会学術講演会梗概集,2023.9 

事業効果の測定の設定

前提条件の入力
・建設種類・用途
・建設コスト（単価）
・延床面積
・立地箇所

施設効果の測定の設定

事業効果の試算 施設効果の試算

・建設に伴う波及効果
・建設関連雇用者像
・税収効果

・供用に伴う地域波
及効果
・集客関連雇用者増
・税収効果

デフレータ
建設デフレータ

域外への波及

１次効果

域外への波及

１次効果

２次効果 ３次効果

Ｎ次効果

２次効果 ３次効果

Ｎ次効果

前提条件の入力
・集客の種類
・利用者の単価
・利用者の入場者数予
測（年）

図 3 整備効果測定モデルのフロー 

図 8 施設効果の測定値(単位:百万円) 

図 5 SDGs11.3 住み続けられるまち（古い町並） 

図 6 SDGs9.1観光資源インフラと有効活用 

図 4 高山市の地域循環経済の構築モデル 

図 7 SDGs7.1エネルギーをみんなに SDGs6.6温泉の魅力 
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消費支出効果

10 百万円
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【共同研究】高山市における子育て環境に関する現状と課題 
～妊婦と配偶者・パートナーの調査から～ 

 

西山 里利（目白大学人間学部） 

峯村 恒平（目白大学人間学部） 

 

1. はじめに 

2023年 4月，こども家庭庁が創設され，社会全

体で子育て家庭を支援する機運が高まっている。 

「結婚・妊娠・出産・子育てに夢や希望を感じら

れる社会の実現，少子化の克服」の政策では，地

方自治体の創意工夫により，妊娠期から出産・子

育てまでの一貫した伴走型相談支援と経済的支援

の一体的実施が推進されている。 

一方，高山市では，2024年度に「（仮称）高山市

子どもにやさしいまちづくり計画」の改定を予定

している。そこで，国の取り組みである妊娠期か

らの支援を市の計画改定に反映させることをねら

いとして，今回，初めて妊婦および配偶者・パー

トナー（以下，配偶者）を対象とした質問紙調査

を実施した。本稿では，子育てしやすい環境につ

いて，職場と支援を中心に報告する。 

 

2. 研究目的 

施策立案の基礎的資料とするために，妊婦と配

偶者を対象とした質問紙調査を実施し，子育て環

境の現状と課題を明らかにする。 

 

3. 研究方法 

対象は，妊婦検診登録者（2023 年 10 月 1 日現

在）239名とその配偶者である。Web調査の QRコ

ードを付した調査協力の依頼文を妊婦に郵送（初

回 10 月 5 日・再送 10 月 20 日）し，10 月末日を

締め切りとした。希望者には用紙を郵送後，回答

分の返送を依頼した。 

分析方法は単純集計とクロス集計，自由記述は

内容分析を行った。 

倫理的配慮として，研究の主旨，目的および方

法，協力は自由意思であること，無記名回答であ

ること，かかる時間，統計学的処理により個人は

特定されないこと等を依頼文に明記した。 

 

4. 結果 

有効回収数（有効回答率）は，妊婦 142 名

（59.4％），配偶者 70名（29.3％）であった。 

4.1. 属性 

居住地域は高山地域（妊婦 119名・配偶者 61名）

が最も多く，丹生川地域，清見地域，一之宮地域，

久々野地域，朝日地域，国府地域は，妊婦が 2名

から 7名，配偶者は 1名から 3名であった。世帯

員は配偶者や子ども，父母（義父母）等であり，

妊婦のみの 1人世帯の回答はなかった。 

妊娠週数は「初期～23週 6日目」56名（40.3％），

「24週 1日目～35週 6日目」55名（39.6％），「36

週 1日目～出産」28名（20.1％）であり，配偶者

の回答では，順に 31名（44.9％），24名（34.8％），

14名（20.3％）であった。 

出産回数は「初めて」と「2回以上」が 71名で

同じ割合であり，配偶者は「初めて」37名（54.4％），

「2回目」31名（45.6％）であった。 

4.2. 子育てしやすい環境：職場 

妊娠中や子育て期の働きやすさは，「働きやす

い」79名（71.8％），「働きにくい」31名（28.2％）

であり，働きやすい理由の上位 3位は，「妊娠や子

育てに理解がある」65 名，「突発的な休暇（体調

不良や上の子どもの病気等）が取得しやすい」37

名，「出産・子育てはお互い様という雰囲気がある」

35名であった。一方，働きにくい理由の上位 3位

は，「身体に負担がかかる業務内容である」22名，

「妊娠・子育てに合わせて，時短やオンライン等

の勤務形態の調整がしにくい」16 名，「突発的な

休暇（体調不良や上の子どもの病気等）が取得し

にくい」15名であった。 

配偶者・パートナーの回答では，「理解や配慮が

ある」53名（80.3％），「理解や配慮がない」13名

（19.7％）であり，理由の上位 3位は，「職場での

産前・産後の休業や育休期間などの制度がある」

37 名，「父親も育児に参加することを認める雰囲

気がある」30 名，「突発的な休暇（体調不良や上

の子どもの病気等）が取りやすい」27名であった。

一方，理解や配慮がない理由の上位 3位は，「休暇

に対する人員調整が難しい」9名，「職場での産前・
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産後の休業や育休期間などの制度がない」と「突

発的な休暇（体調不良や上の子どもの病気等）が

取りにくい」が同数の 7名であった。 

育児休暇の取得では，「取得する」91名（82.7％），

「取得しない」19名（17.3％）であり，配偶者の

育児休業では，「取得する」23名（34.8％），「取得

しない」30名（45.5％），「未定（分からない）」13

名（19.7％）であった。配偶者が取得しない理由

の上位には，「職場の人手不足」14名，「収入を減

らしたくない」12 名，「自分にしかできない業務

や担当がある」と「職場で育休制度が整備されて

いない」が共に 10名であった。 

妊婦は，配偶者の育児休業（産後パパ育休・育

児休業・パパママ育休プラス）取得に対して，「取

得して欲しい」100 名（73.5％），「取得しなくて

も良い」36名（26.5％）であり，7割以上が取得

を希望していた。 

4.3. 子育てしやすい環境：支援 

妊婦が希望する支援は，「上の子の預かり（託

児）」63名，「買い物支援」49名，「タクシー等の

移動に関する利用助成」43 名，「家事の手伝い」

36名，「妊婦同士のコミュニティーの場」35名等

であった。 

 妊娠や子育てに関する情報の入手方法は，「イン

ターネット・SNS」126名，「友人・知人」114名，

「家族」94名，「病院や助産院など」88名，「市役

所・保健センターなど」47名の順で多かった。 

 心理面では，妊娠前と比較して，気分がひどく

落ち込むことが「ある」と回答した者は 33 名

（24.4％），「ない」102名（75.6％）であり，33名

中，家族以外の支援を希望する者は 18名（54.5％）

いた。子育ての不安（図１）では，「経済的なこと」

が 87名と最も多く，次いで「育児と家事，仕事と

の両立」84名，「子育ての方法」78名，「子どもの

成長」66 名，「子育て中に受けられる支援がわか

らない」44名等であった。 

 
図 1 子育ての不安（複数回答） 

 配偶者にとって，出産後の必要な情報や支援は，

多い順に，「子どもの健康状態が問題ないか知りた

い」43 名，「利用できる制度や支援を知りたい」

41 名，「配偶者に対する心身のケア方法を知りた

い」37 名，「子どもを連れて出かける場所が知り

たい」と「子どもの健康状態について，病院に連

れていく目安を知りたい」が 31名等であった。 

 

5. 考察 

 子育て環境のうち，職場では，妊婦の 3割弱，

配偶者の 2割弱が働きにくい，理解や配慮がない

と捉えていた。妊婦，配偶者共に，突発的な休暇

の取得が難しいことを挙げており，配偶者では制

度がないとの回答もあった。2022 年 10 月 1 日か

ら産後パパ育休（出生時育児休業）が施行されて

いるが，制度普及のための支援が必要である。 

 気分がひどく落ち込むと回答した妊婦は 2割強

おり，妊娠中の支援と共に，妊娠中からの産後ケ

アの支援体制を整えていく必要がある。2021年 4

月 1日に産後ケアが市町村の努力義務とする「母

子保健法の一部を改正する法律」が施行され，よ

りきめ細やかな支援が求められるようになった。

医療機関や行政などの関係各所間の連携に加え，

高山市の地域特性をふまえた妊娠中からの継続し

た支援が重要である。そして，具体的な支援では，

妊婦と共に配偶者の生活や働き方も併せて検討す

る必要がある。 
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岐阜県白川村平瀬温泉エリアにおける魅力配信コンテンツの開発 
－ダイバーシティ＆インクルージョンの視点から－ 

 

牛田 篤 伊藤 萌（同朋大学社会福祉学部） 

 

1. はじめに 

日本の高齢化率について，内閣府令和 5年度版

高齢社会白書において，日本の総人口が，2022年

10月 1日現在，1億 2,550万人と報告されている。

そして，65歳以上人口は，3,624万人となり，総

人口に占める割合（高齢化率）も 29.0％となった。

また，65 歳以上人口を男女別に見ると，男性は

1,573万人，女性は 2,051万人である。 

一方，岐阜県では，白川村の高齢化率について，

白川村役場のデータから，2023年 10月 1日現在，

高齢化率は 33.67%と報告されている。人口を男女

別に見ると男性 733 名，女性 758 名，合計 1,491

名である。白川村は，1995年，富山県の五箇山と

共に白川郷・五箇山の合掌造り集落として，ユネ

スコの世界遺産（文化遺産）に登録されている。 

 そこで，本研究では，白川村の公式ホームペー

ジ及び介護サービス情報公表システムより，観光・

地域共生・高齢者との多世代文化交流の観点から，

岐阜県大野郡白川村大字平瀬地区に焦点を当てる。 

 

2. 目的 

本研究の目的は，白川村平瀬温泉エリアの魅力

配信コンテンツを開発し，観光・地域共生・高齢

者との多世代文化交流に寄与することを目指す。 

 

3. 方法 

3.1調査の期間 

2023年 8月 31日～2023年 10月 19日 

3.2調査の内容 

 本調査は，①福祉を学ぶ大学生が聴き手となり，

ダイバーシティ（多様性）とインクルージョン（社

会的包摂）の視点から現地取材と見学，インタビ

ューを実施し，その魅力を写真や動画でまとめる。

②白川村役場での活用を視野に，若者，外国人等

の観光客，地域の住民，多様な人々が魅力を感じ

るコンテンツを作成し，地域の活性化を目指す。 

3.3調査の手順 

本調査を進める際，はじめに白川村役場の村民

課，白川村社会福祉協議会，高齢者福祉施設 瀬音

さくら山荘に対して，研究の目的及び調査内容を

説明する。また，先行研究として着手している「白

川郷における地域共生社会の実現に向けた多職種

連携教育プログラムの開発」にて，学内倫理審査

の承認を得ているため，同様のプロセスにて倫理

的配慮に遵守し，可能な範囲での協力を調整した。 

3.4倫理的配慮 

 本研究は，倫理的配慮に遵守し，事前説明と同

意を得てから調査や撮影等を開始した。加えて，

本研究の協力は，途中でも中止が可能であり，本

調査，インタビュー，撮影，写真等の内容が使用

不可とすることも可能である。本研究は，協力の

可否によって，本人に不利益が生じないように研

究を進める。学内倫理審査：承認番号 2023-01-02 

 

4. 結果 

本調査では，6か所の現地取材，見学や体験，5

名のインタビューを実施し，その魅力を写真や動

画等を用いて収集することができた。 

6 か所は，①高齢者福祉施設 瀬音さくら山荘，

②旧遠山家民俗館，③道の駅 飛騨白山，④さくら

街道白川郷ひらせ温泉キャンプサイト⑤大白川の

湯 平瀬温泉郷⑥平瀬八幡神社のどぶろく祭を撮

影できた。 

また 5名のインタビューは，白川村社会福祉協

議会の管理職，瀬音さくら山荘の利用者や管理職，

旧遠山家民俗館の職員，平瀬八幡神社のどぶろく

祭の氏子総代から協力を得ることができた。 

 前述の取り組みから，どぶろく，すったて汁，

白菜の切り漬けといった食や伝統文化の伝承，温

泉や水，自然の豊かさを感じる体験，地域での交

流の大切さについて重要であることが抽出された。 

 

5. 考察 

本結果から，図 1から図 7といった内容を撮影

し，5 名のインタビューを通して，平瀬地区の魅

力を大学生のみではなく，多様な人が同じように

感じることができるのではないかと考える。同時

にインタビューに協力していただけた人との間に
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相互に魅力を感じ合う機会になったと考える。 

よって，多様な人々が魅力を感じるコンテンツ

作成，地域の活性化を目指す際，若者や多様な人々

が地域住民や高齢者から学び，実際に見学，体験

することが重要である。今後何を発信していくか

は，春夏秋冬，白川村の生活，食や伝統文化を地

域住民と共に触れ合い，対話や語り合い，その魅

力を考え工夫する機会が必要である。 

そして，ダイバーシティ＆インクルージョンの

視点から高齢者施設や旧遠山家民俗館等での伝統

文化の伝承，地域文化の体験，多世代交流，双方

向のコミュニケーションから知り合うことが重要

であるといえよう。今後の課題は，前述のきっか

け作りとして，Instagram など SNS を活用し，留

学生や平瀬地区の介護分野の担い手を視野に，分

かりやすい情報と魅力発信を工夫することである。 

 

図 1 平瀬地区どぶろく祭りの獅子舞 

 

図 2 平瀬地区どぶろく祭り太鼓や笛 

 

図 3 平瀬地区どぶろく祭りの様子 

 

図 4 しらみずの湯 道の駅 足湯 

 
図 5 すったて汁とみたらし 道の駅 

 

図 6 瀬音さくら山荘 白菜の切り漬けの様子 

 

図 7 旧遠山家民俗館の外観 
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【共同研究】「丹生川における持続可能な観光まちづくりに関する研究」 
〜丹生川マルシェの可能性について〜 

 

嵩 和雄（國學院大學観光まちづくり学部） 

 

1.丹生川地区における國學院大學の研究活動 

2022年 4月，國學院大學の観光まちづくり学部

の設置と時を同じくして，高山市との包括連携協

定を締結したが，それに先駆け，学部設置準備中

である 2021 年 7 月に高山市との共同研究（持続

可能な「観光まちづくり」に関する調査研究）実

施の覚書を取り交わした。 

共同研究を進めるにあたり，市との協議で周辺

地域に焦点を当てることになり，市の北東部に当

たる丹生川地域をモデル地区と定め，2021年 7月

から 10 月にかけ，10 名の教員で現地調査ならび

に地域住民との座談会を行い，研究の方向性を固

め，各教員の専門分野から「持続可能な観光まち

づくり」に関する研究を行っている。 

今回の報告者である嵩は都市農村交流，地方移

住を専門としており，住民ヒアリングの中で丹生

川まちづくり青年部に着目し，その活動の一つで

ある「丹生川マルシェ」とその運営を通じた地域

の担い手づくりについて検証することにした。 

 

2.まちづくり協議会の位置づけ 

高山市では 2005 年の広域合併を期に合併町村

の区域を対象とする地域審議会を設置。合併特例

期間の 10 年間経過後の新たな協同のまちづくり

を検討する中で，合併特例法や地方自治法におけ

る地域自治区とは異なる任意団体として，2015年

度より「まちづくり協議会」を市内 20地区に設置

しており，旧町村にもそれぞれ設置されている。 

2.1.丹生川まちづくり青年部 

2017年，丹生川の若者に地域のまちづくりに関

心を持ってもらうことを目的に青年まちづくり企

画委員会を設置，15名（地区内公民館から 10名，

公募で 5名）のメンバーで「丹生川まちづくり青

年部」を立ち上げ，丹生川に関する学習を通じ地

域課題の洗い出し，自分たちがやりたいことなど

を議論した。 

翌 2018年から市の協働のまちづくり支援金（モ

デル的事業）に選定され，「丹生川の未来を語る会」

におけるワークショップ開催や先進地視察，SNS

による情報発信などを行っている。 

活動 2年目以降は学習会だけでなく，特産品で

ある宿儺かぼちゃを利用した特産品グルメ開発開

発，小学校の郷土学習支援なども行っている。 

2021 年 10 月には丹生川マルシェを初開催し，

特産品グルメ開発で生まれた「すくなっツー焼き」

の販売にこぎつけている。 

 

3.観光まちづくりにおけるコンセプトの重要性 

神奈川県大磯町はかつて保養地，別荘地として

栄えていたが，海水浴客も減少する中で神奈川県

のモデル事業である「新たな観光の核づくり事業」

に認定され，町と観光協会，商工会を軸に関係団

体に呼びかけ，「大磯町新たな観光の核づくり推進

協議会」を立ち上げ，誘客する施策づくりに取り

組む。 

一方で，大磯町で暮らす住民は「閑静な暮らし」

を望み，鎌倉のような大規模観光地を目指すこと

への否定的な声が多く上がり，改めて大磯町が目

指す観光の方向性を考えることになる。 

 議論の中で，大磯町の地域資源として海と山に

囲まれた「豊かな自然環境」，明治期からの別荘文

化が残る「歴史・文化の醸成」，都市化を逃れたこ

とによる，「コミュニティ」を形成していること。

そして大型の外部資本による開発やロードサイド

の娯楽施設が無い「静かな住環境」が守られてい

ること，の 4点に集約された。 

このような大磯の地域資源を踏まえ，不特定多

数の観光客を受け入れ，お金を落としてもらうだ

けの従来型の観光スタイルはそぐわないことを共

通認識とし，大磯町の「日常の暮らし」に触れ，

新たな出会いを生み出し「町民のより豊かな暮ら

し」を実現していくために，観光・交流を通じ，

大磯町のファンを増やしていくことを目的とした。 

また，大磯町の暮らしにふれる観光を目指すため

に，大磯町の暮らしを伝える 9つの価値観（①自

然との共生 ，②つながり，③文化の継承，④地元

優先 ，⑤独自性，⑥手づくり，⑦地産地消，⑧歩

いて楽しい ⑨創造）を絞り込むことにした。 
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3.1.マルシェ「大磯市」の役割 

観光まちづくりにおいてマルシェの果たす役

割とは何か。ここでは，神奈川県大磯町で行われ

ている「大磯市」もとに考察してみる。 

地元漁協や農協，観光協会，商工会，NPO法人な

どの大磯市実行委員会によって 2010 年 9 月に始

まった「大磯市」は，当初 30店舗程度の出店者で

あったが，現在では 180店舗ほどに拡大。神奈川

県下でも最大級のマルシェへと成長していった。 

この大磯市では先の 9つの価値観のうち，「地元

優先（ローカルファースト）」「独自性（インディ

ペンデント）」「手作り（ハンドメイド）」であるこ

とを出展基準として設けている。 

大手の出店を排除し，地元湘南・西湘地域の個人

店が数多く出店することで，大磯らしさを見せる

ことに成功しているだけでなく，周辺地域から出

店した個人が大磯市参加をきっかけに，町内に移

住し店を開業する事例も出てきている。 

マルシェのコンセプトを明確にすることで，大磯

市のイメージが町内外に定着し，大磯町が求める

観光客が増えるといった循環が生まれつつある。 

 

図 1 大磯市の様子 

3.2.丹生川マルシェの可能性 

 前項の丹生川まちづくり青年部の活動の一貫と

して，2021 年 10 月に丹生川中根グラウンドで初

開催となった丹生川マルシェは，飲食含め 15 店

舗が出店，翌 2022 年には開催場所を丹生川支所

前の駐車場に移し，6月の春マルシェでは 25店舗，

10 月の秋マルシェでは 29 店舗にまで増加。2023

年度も 6 月の春マルシェには 32 店舗，10 月秋マ

ルシェでも 30 店舗と，会場スペースに収まる最

大数となっている。また，2 回目以降，県外から

移住して丹生川にお店を構えている移住者の出店

も増えてきており，こうした出店者からは「出店

することで新たな繋がりができた」「町内の方に存

在を知ってもらえた」と，出店することのメリッ

トを感じさせる声も聞かれた。 

 なお，この 10 月に開催した秋マルシェには地

元の高校生の出店もあり，新たな担い手として期

待できるものである。 

 

図 2 移住者店舗への行列（丹生川マルシェ） 

 

4.おわりに 

今回は丹生川まちづくり青年部と彼らが企画

運営を行う丹生川マルシェについて取り上げたが，

大磯市の事例で紹介したように，マルシェは単な

る販売の場ではない。 

本来一過性のイベントでは，交流は生まれない

が，マルシェのように出店者が口コミで増え，地

域の担い手となりうる移住者の参加も増えている

ことから，こうした人材をどのように地域づくり

の輪に巻き込むかが観光まちづくりの鍵となる。 

近年政策用語にもなった，「関係人口」の定義の

一つに「その地域に積極的に関与するよそ者」が

あり，関係人口を増やすために必要な要件として，

地域に関わりしろを作ることが重要となる。 

マルシェという場が関わりしろとなり，販売の

場の提供だけでなく，裏方的な役割を創出するこ

とで，地域外からの関係人口の創出につながるだ

ろう。そのためにも，丹生川地区における観光ま

ちづくりのあり方を改めて検討し，それに基づい

たマルシェのコンセプトの再構築も必要であろう。 

 

参考文献 
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【共同研究】高山版ヘルスツーリズム構築に向けて 
：一之宮・久々野町をモデル地区として 

 

益山・中澤ゼミナール（松本大学総合経営学部） 

 

1. はじめに 

松本大学では，一般財団法人飛騨高山大学連携

センターからの受託研究として，2021年より高山

市におけるヘルスツーリズム構築のための観光資

源基礎研究を続けて来た。本学会では，高山市一

之宮町，久々野町の観光資源を大学生の視点から

観察，体験した後，両地区の資源を活用した旅行

商品造成の可能性について発表する。 

 

2. ヘルスツーリズム市場  

 少子高齢化が加速度的に進む日本においては，

観光商品のトレンドも変わりつつある。中でも，

健康産業に於ける市場は拡大しつつあり，近年，

旅行業界でも「健康経営」や「ウェルネス」とい

った切り口からの旅行商品が増加している。ヘル

スツーリズムの市場規模は，世界的にも拡大傾向

にある。2023年 3月には，日本初のウェルネス・

ツーリズム・エキスポが東京で開催されるなど，

旅行産業を取り巻く環境は，国内外の自治体や各

種団体も含めて活況を呈している。 

 一方，国内では身体の健康だけでなく精神的な

健康への関心も高まっており，特に若者を中心に

ひきこもりや仲間づくりに不安を感じているなど，

心の健康に関する問題も指摘されている。（内閣官

房孤独・孤立対策担当室，2021）そこで，本研究

では，若年層という視点から高山版ヘルスツーリ

ズムのモデル商品造成の可能性について調査する

こととした。 

 

4. 調査目的・調査方法 

本調査の目的は，①国内の中高生や大学生で新

学期を迎えたばかりの客層を想定し，高山市内で

の仲間づくりを目的とした旅の可能性を探求する。

②高山市を訪れている外国人旅行客のうちリピー

ト経験がある若者を対象に，郊外の自然を堪能で

きるツアーを企画する。 

目的地は，高山市の山間部に位置し，観光客が

余り立ち寄る機会が少なかった一之宮町や久々野

町（図 1）に着目した。同地域の行政，まちづくり

協議会，民間事業者らとの協働により，高山版ヘ

ルスツーリズムを作り上げる計画を立てて行く。 

調査期間は，2023年 9月 5日～6日の一泊二日

で，両地区の観光資源を見学，主に森林散策やあ

ららぎ湖畔キャンプ場の視察，農産物加工販売施

設などの見学を行った。最終日にはこれらの観光

資源の活用方法や課題を話し合い，支所長からの

地域の課題提起を受けて，夫々のゼミのグループ

にて更に旅行企画について議論し，具体的な旅行

商品への展開を探った。 

 

 

図 1 ヘルスツーリズム提案地域 

高山市一之宮・久々野地区 

（飛騨高山船山周辺山歩きマップを基に加筆） 

 

図 2 ヘルスツーリズム現地調査 

高山市一之宮地区
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図 2 ヘルスツーリズム現地調査 

高山市一之宮地区 

 

図 4 ヘルスツーリズム現地調査（意見交換） 

 

図 5 ヘルスツーリズム現地調査 

高山市久々野地区 

 

5. 調査結果 

 学生を含めたフィールドワークでは，本地域な

らではの個性豊かな山間部の森林資源を活用した

ツアーの可能性を指摘し，一泊二日の旅程を提案

することとした。森林，神社，山岳信仰，キャン

プ場，夜間の自然観察などを含めた体験型メニュ

ーを中心にした旅の企画を発表する。 

 

参考文献 

1. 内閣官房孤独・孤立対策担当室，「人々のつな

がりに関する基礎調査（令和 3年）」，2021 
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中部山岳国立公園の活性化と環境保全活動 
 

岐阜県立斐太高等学校 １，２年合同チーム 

 

1. はじめに 

豊かな自然環境と世界有数の文化を持つ高山

市に立地する斐太学校では，２年生の総合的な探

究の時間に，地域の持つ魅力・地域の抱える課題

の探究を深め，課題解決に向けた提案を行う「地

域活性化プログラム」に継続して取り組んできま

した。そして，そのテーマの一つである「中部山

岳国立公園の活性化」については，令和２年度か

ら取り組み，現地調査，インタビュー，アンケー

ト調査・分析，地域内での発表を継続しました。 

令和３年度には，探究学習を進める中で，活性

化するには，まずは自分たち生徒自身が中部山岳

国立公園の魅力に触れ，その魅力を高校卒業後，

進学先の他地域で PR できるようにすることが大

事だと考え，魅力に触れるツアーである「Go！Go！

プロジェクト」を生徒自身が企画，実現させまし

た。そして令和４年度には魅力を知ることと同様

に魅力を守ることも大事だと考え，外来生物防除

のボランティア作業の存在を知り，高校生にでき

る魅力を守る活動として「中部山岳国立公園の環

境保全活動」を「Go！Go！プロジェクト」第２弾

として考え，企画し，令和５年８月３日に環境省

の取組に協力させていただく形で，環境保全活動

である「Go！Go！プロジェクト」第２弾を実施し

ました。 

2. プロジェクトについて 

2.1.  プロジェクト概要 

「Go！Go！プロジェクト」第２弾 中部山岳国立

公園の環境保全活動 

実施日：令和５年８月３日（木）１０：００～

１４：３０ 

実施場所：中部山岳国立公園内，高山市奥飛騨

温泉郷平湯，ひらゆの森周辺国道沿

い法面 

内容：特定外来生物オオハンゴンソウ除去作業 

  ：環境省による取組事業の紹介等 

参加人数：生徒５名，教諭１名，環境省平湯管

理官事務所３名 

その他：雨天で中止になった７月８日から延期

で実施。参加予定人数から減少した。 

４月に生徒の中からプロジェクトの企画者を

新たに募り，企画者がポスターを作って校内に募

集をかけ，参加希望生徒を募りました。 

環境保全活動の際には，環境省の取組事業や国

立公園の支援等についても話をしていただく時間

も設定しました。 

3. 結果 

環境保全活動に実際に取り組むことで，想像以

上に外来生物が繁殖しており，魅力ある中部山岳

国立公園の生態系を守る必要性を感じました。ま

た国立公園オフィシャルパートナーの PARKS 

PROJECT JAPANや中部山岳国立公園パートナーの

株式会社エクセルシアの携帯トイレについて知り，

実際に環境保全活動を行わなくても，商品の購入

が環境保全につながったり，また環境に配慮した

トイレを使用すれば，自然を汚さず，トイレのな

いような環境でも安心して用を足すことができる

ことも学びました。 

環境保全活動終了後，環境省から国立公園の果

たす役割等についての説明があり，国立公園は，

自然保護を前提にその利用の促進を図ることで，

国民の保健，休養及び強化に資するとともに，生

物多様性を確保することがその社会的使命と聞き

ました。そのため，現在様々な取組が官民一体と

なり，また地域の協力を得ながら，進められてい

ますが，本校が取り組む中部山岳国立公園の利用

促進のためにまず魅力を知り，守る Go！Go！プロ

ジェクトもまさにその使命につながる，高校生に

できる取組だと考えます。 

今後は環境保全活動で学んだ内容を，参加者か

ら本校生徒に伝える工夫をし，３月に実施予定の

中部山岳国立公園の魅力に触れる「Go！Go！プロ

ジェクト第３弾」の際に，今回学んだ内容を盛り

込める企画を検討していきます。 

参考文献 

1. 中部山岳国立公園南部地域利用推進協議会. 

“中部山岳国立公園南部地域利用推進プログ

ラム 2025“.2021年 3月. 

https://www.env.go.jp/nature/mankitsu- 

project/pdf/2021/chubu.pdf 
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スメルハンティングを用いたエコツアーの提案 

～デジタルデトックスでリラックス～ 

                   

木原 夢乃（文教大学・国際学部・国際理解学科 3 年） 

木部 堅翔（文教大学・国際学部・国際理解学科 3 年） 

近藤 大空（文教大学・国際学部・国際理解学科 3 年） 

市之瀬 尚樹（文教大学・国際学部・国際観光学科 3 年） 

岡崎 彩夏（文教大学・国際学部・国際観光学科 3 年） 

永野 翔太朗（文教大学・国際学部・国際観光学科 3 年） 

 

1. はじめに 

私たちは最近，新型コロナウイルス感染症の

パンデミックにより家で過ごす時間が増えたこ

とで，スマートフォン利用時間が増加している

と感じていた。そんな中，中部山岳国立公園エ

リアの活性化プログラムを考えるという今回の

課題に出会い，基礎調査を進めていく過程で，

私たちは上高地の美しい自然に魅力を感じた。

スマートフォンに頼らずに五感を使って上高地

の観光ができたら，デジタルデトックスにもな

り大自然をより満喫することができるのではな

いかと考えた。上高地では，シャトルバスを使

用し「上高地バスターミナル」で下車，河童橋

周辺の風景のみを撮影する観光客が多いと感じ

たが，河童橋の前後のコースで見ることができ

る様々な川の形の変化や，池の変化などの魅力

を体験してほしいと考えた。また，自然を体験

する上で，五感の中でも「嗅覚」に注目したい

と考えた。なぜなら，嗅覚は他の五感より感情

や本能，記憶に働きかける力が強いと指摘され

ているからである（宮崎雅雄，2016）。私たち

はゼミナールで，嗅覚を使ったスメルハンティ

ングという調査を館山市大房岬公園や福島県裏

磐梯地区，八丈島末吉地区で行った経験があり，

嗅覚を使う観光の魅力を理解している。これら

のことから，私たちは上高地におけるスメルハ

ンティングを用いたエコツアーを提案する。 

 

2. 調査 

2.1. 事前調査 

高山市及び上高地周辺地域を①歴史②自然③

観光④産業の四項目に分けて基礎調査を行った。 

その結果を踏まえ，かつ一般の人（特に家族連

れ）が訪れやすく歩きやすい場所を，スメルハ

ンティングを行うコースとして選定した。その

コースは「大正池」から「明神池」間の地域で

ある。 

 
図 1 選定したコース 

2.2. 現地調査 

 上記のコースを対象に，9 月 30 日（土）から

10 月 1 日（日）にかけて現地調査を行った。 

 調査工程は以下の通りである。 

・9 月 30 日（土）晴れ 

「さわんどバスターミナル」からバスに乗車し

「大正池」で下車。そこから歩いて「上高地バ

スターミナル」までのルートを調査。 

・10 月 1 日（日）雨 

「さわんどバスターミナル」からバスに乗車し

「上高地バスターミナル」で下車。そこから歩

いて明神橋を渡り明神池を見て，別ルートで

「上高地バスターミナル」までの道のりを調査。 

2.3.調査手法 

スメルハンティングの調査方法は，①接香，②

近香，③中香，④遠香の四種類の距離帯別に匂

いを嗅ぎ取り，ワークシートに記録していくも

のである。それぞれ次のように分類される。 

 

① 接香は，鼻を近づけて嗅ぐと分かるにお

い。 

② 近香は，近くを通りかかると，ふわっと

香ってくるにおい。 

③ 中香は，少し離れたところで立ちのぼ

り，漂ってきて嗅ぐことができるにお

い。 

④ 遠香は，海の潮の香りや台風時の風な

ど，気配のようなにおい。 

 ただし調査地は，国立公園自然保護の為，植

物を直接触ることが禁止されている。そのため

接香は今回は実施しない。 
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3．調査結果 

現地調査の結果，以下のことが把握された。 

3.1．観光客の特徴 

河童橋周辺は観光客がとても集中しており，

外国人観光客やファミリー層や若者が主な客層

であった。多くの観光客が，河童橋からの景色

を見るポイント以外では携帯を見ながら歩いて

いた。また本調査で選定したハイキングコース

は，河童橋周辺ほど観光客は見受けられなかっ

た。 

3.2．調査場所の状況 

以下は調査した地点の匂いの概況である。調

査結果は発表時に報告する。 

・大正池  

川の匂い中心だが，川辺にも少ないながら草

木が生えていて，時折かすかな草木の匂いと混

ざった川の匂いを感じられる。 

・田代池 

道中に水溜まりが多くある。道が舗装されて

いない土道なので雨で緩くなっていた。しっと

りとした土の匂い。茶色の苔のようなものが池

の中に生えていた。湿地帯の匂い。空気が美味

しいとはこのこと。天然水の飲料水のＣＭに使

われている様な場所に似ている。 

3.3.調査を終えて 

選定したコース上の各地点においてスメルハ

ンティングを通して匂いを見つけることができ，

匂いをもとに，その地の景観を記憶に残すこと

ができた。また，スマートフォンを使わないこ

とで，五感を研ぎ澄ませ，自然を肌で感じるこ

とができた。 

 

4. 提案 

 以上の調査を終え，スメルハンティング調

査・探究を活用したエコツアーを提案する。こ

のエコツアーは，家族連れで実施し，個人で感

じた匂いの体験を共有することで家族間のコミ

ュニケーション促進を図ることを目的とする。

幼い頃から自然と深く関わる事で，大人になっ

た際に自然との関わりの変化や自然価値の重要

性を再認識することができる。スメルハンティ

ングを行う条件として，スマートフォンなどの

電子機器を使用しないことを前提とする。匂い

に集中することでデジタルデトックス効果を狙

うためである。 

このエコツアーは教育旅行でも活用が可能で

ある。 

4.1. 期待される効果 

 このツアーはデジタルデトックスを一つの目

的としているため，結果として高いリラックス

効果が見込める。そして，デジタル機器から離

れることで，家族の対話が増えると想定する。 

スメルハンティングを行うことにより，匂い

を元に景色を記憶に残すことができ，思い出に

なるだろう。また，匂いを嗅ぐことで記憶が蘇

る「プルースト効果」というものがあるため，

再来訪した際により楽しめることを期待する。 

地域にとっての効果として，子どもの頃の思

い出の匂いをまた体験したいと感じ，大人にな

ってからの再来訪に繋がることを想定している。

また，匂いは季節や天気，時間や場所によって

異なるため，条件が違うときの再来訪に繋げて

いきたいと考えている。 
 

5. 課題 

 ① ワークシートの設置場所について，ビジ

ターセンター等に協力が得られるかの確

認。 

 ② ツアーガイドを付けることを想定してい

るが，ガイドを引き受けてくれる人の確

保。 

 

参考文献 
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ルデトックスの有効性に関する文献検討」 

共立女子大学看護学雑誌 10 83-89 

2. 星野 祐司, 林 明日香 （2016）「匂い手が

かりが自伝的記憶の特定性におよぼす影響」

立命館文学 646，600-591 

3. 宮崎雅雄（2016）「哺乳動物の嗅覚コミュ

ニケ―ション」におい・かおり環境学会誌

47 巻，1 号 25‐33 

4. 山中俊夫・甲谷寿史・松尾 真臣（2008）

「生活環境のスメルスケープに関する研究

―アンケート調査に基づくにおいの評価性

とにおいマップ―」日本建築学会環境系論
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中部山岳国立公園における外国人観光客の集客課題 
－ インバウンド需要を喚起するプロモーション － 

 

山口栞奈（岐阜協立大学大学院）中町光汰（岐阜協立大学経営学部） 

 

1. はじめに 

 中部山岳国立公園は，1934 年 12 月に国立公園

に指定され，その広さは約 17 万ヘクタールと国

内で 4番目の広さを有し，我が国を代表する山岳

国立公園として位置付けられている。この中部山

岳国立公園には，乗鞍山麓五色ヶ原の森や栂池高

原，上高地，乗鞍高原，雲ノ平といった山岳地域

の山裾に広がる広大な高原地域を含む，日本を代

表する山岳地域である。 

 この中部山岳国立公園には，2011年頃から年々

訪日外国人者数は増加し続け，2019年の訪日外国

人数は 3188万 2000人となっていたが，2020年に

発生した新型コロナウイルス感染症拡大に伴う訪

日外国人の入国制限により，2020 年には 411 万

5900人と大幅に減少した。 

 しかし，新型コロナウイルス感染症の位置づけ

は，これまで「新型インフルエンザ等感染症（い

わゆる 2 類相当）」としていたが，2023 年 5 月 8

日から「5類感染症」となった。 

 2022 年 10 月の入国制限緩和以降，訪日外客数

は増加し続けており，日本政府観光局（JNTO）の

推計によると，2023年 5月の訪日外客数は 189万

8900人となっている。 

 環境省がまとめている国立公園の訪日外国人利

用者数の推計結果は 2019 年が約 667 万人となっ

ている。そのうち，「国立公園訪日外国人利用者数

の推移について」をみると中部山岳国立公園は平

成 27年から令和元年まで利用者数上位 10公園に

入っている。また，2022年下半期における国立公

園全体の訪日外国人利用者数は約 64万人と，2019

年下半期の 2割程度の水準となった。日光，中部

山岳，伊勢志摩などの一部公園は回復ペースが速

く，2019年下半期の4割程度の水準となっている。  

 しかし，『中部山岳国立公園南部地域利用推進プ

ログラム 2025』によると，2018〜2020年度にかけ

て推進してきた『中部山岳国立公園南部地域利用

推進プログラム 2020』では，2020 年までに 外国

人利用者数を約 14 万人とする目標を掲げていた

が，2019 年の実績では 7 万 5279 人と目標値に達

していない結果となっている。 

 2019年までの訪日外国人者数は，年々増加し続

けてきたのにも関わらず，中部山岳国立公園の利

用者数はわずかながらに増加しているものの目標

までは遠く及んでいない。また，観光庁の「訪日

外国人旅行者の受け入れ環境整備に関するアンケ

ート」では，多言語でのコミュニケーションや案

内が不足していることや，無料公衆無線 LAN環境

が整っていないなどの意見も多く，受け入れ体制

にも多くの課題や改善の余地があることが指摘さ

れている。 

 

2. 現状 

高山市海外戦略課が 2019（平成 31）年度に高山

市を訪れた外国人旅行者を対象におこなった『外

国人旅行者ヒアリング調査』の報告書(以下，『ヒ

アリング調査』)によると，高山市の旅行中に外国

人観光客が不便だと感じた点が多数あることが報

告されている。一例を示すと，「支払い方法が充実

していないこと」や「多言語表示の少なさやコミ

ュニケーションの取りづらさ」などの意見が多数

挙げられていた。また，観光庁が発表した『外国

人旅行者に対するアンケート調査結果について』

によると，外国人旅行者が旅行中に最も困ったこ

ととして，「無料公衆無線 LAN 環境」が 23.9％と

最も多く，次いで，「コミュニケーション」が

17.5％，「公共交通機関の情報の入手」が 10.5％

という結果となっている。さらに，2017年より観

光庁が推進している泊食分離により，ホテル・旅

館などは夕食を提供しないところが増えてきた一

方で，飲食店は人材不足により店舗数自体が減っ

ていることや，閉店時間が早まっていることなど

が影響し，夕食を近くのスーパーやコンビニなど

で購入してホテルで食べるといった(このような

人々を「夕食難民」という)人々が増えていること

も課題の一つとなっている。 

一方，中部山岳国立公園の外国人観光客に対す

る受け入れ環境は，『中部山岳国立公園南部地域利

用推進プログラム 2025』によると，多言語でのパ
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ンフレット作成や英語でのポータルサイトなどに

よる観光案内機能の整備は進んでいるが，Wi-Fi

環境等の整備も進んでいないほか，現状における

HP 等での情報開示を中心としたプロモーション

のみでは，十分な情報開示ができているとはいい

難い。 

 

3. 外国人観光客の動向 

現状における『国立公園満喫プロジェクト有識

者会議』が出している「国立公園の利用に関する

動向・ニーズについて」によると，外国人の中部

山岳国立公園に対する認知度はアジアで７％，欧

米豪が 3％となっている。政府が掲げた『国立公

園の「ナショナルパーク」としてのブランド化』

を実現していくには，様々な要素に不足がみられ

る。効果的に中部山岳国立公園の南部地域へのル

ートをブランディングしていくためには，明確な

価値の醸成とそれらを効果的に発信するプロモー

ションが求められる。 

観光庁の「訪日外国人の消費動向」によれば，

外国人観光客の旅行手配のほとんどは，各国での

個別手配が最も多く，申込方法も Webサイトが多

くを占めるとされている。また，出発前に役立っ

たとされる旅行情報源は，日本在住の親族・知人

が最も多く，次いで SNS，動画サイト，個人のブ

ログ，日本政府観光局ホームページという順にな

っている。 

また外国人が日本に訪れる目的は，観光庁がま

とめたところによると，今回の日本滞在中にした

ことは日本食を食べること 98.4％が最も多く，次

いでショッピング，繁華街の街歩き，日本の酒を

飲むこと，自然・景勝地観光となっている。（訪日

外国人の消費動向 2022年 年次報告書による）

外国人観光客を引き付ける要素は 

・オリエンタル（神社仏閣・古民家） 

・デリシャス（ラーメン・居酒屋・屋台） 

・ネイチャー（自然・里山） 

・リアル（日常の暮らし・地元の人） 

・クール（歌舞伎町・秋葉原・アニメ） 

の 5つ大別される。 

 

4.外国人観光客に向けたプロモーション戦略 

外国人旅行者の動向は，旅行会社に申し込む

「出地主導」から，目的地が情報を発信して旅行

者を主導する形へと変化している。 

しかし，現在高山市が行っているプロモーショ

ンは団体に向けたプロモーションには着手してい

るが，個人向けのアプローチは十分ではない。 

さらに，外国人が情報収集に参考にした Web媒

体上位である「TripAdvisor」，JNTOが運営する外

国人旅行者向け公式サイト「Travel Japan」，

「japan-guide.com」によれば，重要な情報は検索

しづらく，多くの情報に埋もれがちである。また，

“高山”と検索しても，中部山岳国立公園につい

ての情報に辿りつかないという現状である。つま

り，中部山岳国立公園の情報については，基礎的

情報と一部の写真のみであり，十分な魅力が伝わ

りにくく，外国人観光客向けの情報伝達は不十分

であるといえる。魅力を伝える，確実な情報発信

を行っていくためには各サイトの充実も重要であ

るが，発地主導の旅行代理店などに向けたプロモ

ーションも重要であるが，着地型の有効な現地情

報を積極的に発信し，「おもてなし」主導のプロモ

ーションへシフトしていくことが求められる。今

後外国人観光客の来訪へ繋げていくためには，関

係団体がそれぞれ独自にプロモーションを行って

いくのではなく，宿泊，飲食のほか，各種機能に

分割した情報を統一したプラットフォームへ集約

させるほか，エントリーの拠点となる高山市から

も中部山岳国立公園の情報発信を積極的に行って

いく必要がある。総合的に計画された効果的なプ

ロモーションによって，中部山岳国立公園への来

訪を含んだ飛騨高山地域へ来訪する観光客の活動

拠点となる高山市の活性化も同時に進めるという

相乗効果が求められる。現在，世界のスマートフ

ォンユーザーは 55億人を超え，その普及率は 70％

を超えている。また世界の SNSのユーザー数は 46

億人を突破し，普及率は 50％を超える。SNSは写

真や動画コンテンツ，ハッシュタグだけで情報を

発信できるため，その国の言語がわからなくても

観光地などの魅力をアピールすることが可能であ

る。さらにハッシュタグを上手く活用することで，

旅行客に対して少ないコストで情報を拡散するこ

とができる。こうした効果的な SNSマーケティン

グの展開により，一方的な情報提供だけでなく，

観光客サイドからの問い合わせにも，確実に応え

られるよう，観光情報のワンストップサービスを

実現させることも求められる。 

参考文献 

・行数の関係上省略 
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【共同研究】 
飛騨の木材と匠の技を活かした現代都市生活の支援製品の研究 

西山敏樹（東京都市大学都市生活学部） 

 

1. 本研究の背景と目標 

 岐阜県は日本のほぼ中央に位置する。奥穂高岳

や乗鞍岳，御嶽山等，標高の高い山を抱える飛騨

地方では，古くから林業が盛んである。飛騨地方

は室町時代から良質な木材の産地で，豊かな森林

資源を背景とし，木工技術が高度に発展してきた。

まさに，良質な木材と独自の匠の技は，飛騨地方

を表象する強みである。しかし，現代都市生活に

この地域の強みが活きているかは，未知数である。

飛騨地方の活性化も考えると，この強みを活かす

前提で現代都市生活のシーンに合うよう都市生活

者のニーズを掘り下げ，真に必要とされる新しい

支援製品を検討することは意義深い。本研究では，

飛騨の木材と匠の技を活かした現代都市生活支援

物品のニーズ調査，必要製品の概念構築，試作の

状況についてまとめる。なお本研究は，一般財団

法人飛騨高山大学連携センターと共同研究として

進めている。併せて，2023年度中部山岳国立公園

活性化プログラム・対象研究としても進めている。 

 

2. ニーズを明らかにするワークショップの実施 

飛騨の匠の技や素材を今後の様々な都市生活

シーンでどの様に有効活用するかを検討するため

に，2023 年 1 月 21 日に東京都市大学二子玉川夢

キャンパスで，ワークショップを実施した。これ

により実際に製品化を検討する必要性が高い物品

のアイディアを調査から明らかにし，マーケット

ニーズを検討することにした。また，都市生活者

のニーズに合う飛騨の匠の技や素材を有効に活用 

図 1 東京都市大学でのワークショップの様子 

した製品の試作に成果をフィードバックする方向

でワークショップを企画・開催した。ワークショ

ップでは，飛騨の匠の技や素材について六角裕治

氏(一般社団法人飛騨高山大学連携センター長)や

大上倫代氏(同副センター長：当時)の解説で参加

者が学び，それを活かしたどのような物品が都市

生活シーンに必要かをディスカッションしてもら

った。次に，実際に作るべき都市生活者のニーズ

に合う物品のアイディアをイラスト化し，視覚化

してもらった。更に，その視覚化した物品のアイ

ディアを全グループのプリゼンテイションにより

共有化してもらった。ワークショップは東京都市

大学の大学院生，学部生と社会人の合計 12 名が

出席し，ファシリテイターを西山自身がつとめた。 

参加者 12 名が 1 グループ 3 名の 4 班に分かれ

議論した結果，次の製品開発の提案にまとまった。 

(1)木のカップスリーブ 

⇒(飲食)コーヒーおよびお茶をいただく時に有効。 

(2)木ちんと持てる箸 

⇒(飲食)子どもの矯正も視野に入れた食育に有効。 

(3)きとらりー 

⇒(飲食)木で仕立てるカトラリーで食事に効果的。 

(4)骨組みが木で頑丈な傘 

⇒(外利用)日常的に使う傘を頑丈にする上で有効。 

(5)き(木)になるかさ 

⇒(外利用)傘を最終的に自然に戻せて SDGs合致。 

(6)スマホスタンド付きの化粧鏡 

⇒(おしゃれ)若い人の日常のメイクアップに有効。 

(7)木のハンガー 

⇒(おしゃれ)洋服整理と共にインテリアにも有効。 

(8)木を使った電球 

⇒(おしゃれ)美しいインテリア用製品として有効。 

(9)ガチャガチャ 

⇒(観光)飛騨の木材に親しんでもらう上で効果的。 

以上のように，将来に向けた都市生活者の製品

のニーズとしては，「飲食系」，「傘」，「おしゃれ・

インテリア系）」，「観光支援系」にまとめられた。 

 

3. ワークショップの成果の評価 

ワークショップの結果の妥当性を評価する為
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の調査として，2023 年 2 月 15 日のギフトショー

での飛騨地域出展事業者の視察調査，2023年 2月

28 日の国際家具見本市での飛騨地域出展事業者

の視察調査を実施した。上記の会場は，いずれも

東京ビッグサイト(有明)であった。以上より既存

事業者が展開する領域，展開出来ていない領域を

見ていくことにした。文房具ではテープカッター，

ペン立て，ホチキス，印鑑ケイス，クリップホル

ダー，ペイパーウェイトの商品化が主流であった。

飲食分野では皿，カップ，箸，コーヒードリップ

スタンドの商品化が主流であった。インテリアの 

分野では，時計，花さし，フォトフレイム，オー

ナメント，ミラー，コートハンガー等の商品化が

主流であった。この結果もふまえ，2023年 3月 1

日に一般財団法人飛騨地域地場産業振興センター

専務理事の伏見七夫氏に，ワークショップの結果

評価のためのヒヤリングを実施した。この過程で

現代都市生活支援の観点から，新規開発の余地が

ある製品のさらなる絞り込み・具体化を目指した。

下記 2件の製品化需要が高いとの結論に至った。 

(A)木のカップスリーブ 

(選定理由)コーヒー，お茶等をいただく時に有効。 

飲食分野故に汎用性がある。マイカップを持って

日々カフェに向かう都市生活者側のニーズを期待

出来る。スターバックスのようなカフェとコラボ

して飛騨地域限定色を出し馴染んだ時に全国展開

する流れがありうる。おしゃれなら話題性も高く

なる。曲木技術を活用し，厚み等もニーズベース

でつくり上げると良い。現代の都市生活にも合う。 

(B)スマホスタンド付きの化粧鏡 

(選定理由)日常のメイクアップに有効。スマート

フォン他で YouTube等の動画を見ながらメイクす

る女性が増える状況でニーズにも合う。スマホ自

体は今後も利用が予想出来，音楽を聴きながらの

メイク等にも合う。女性は，ほとんどがメイクア

ップするし，今後は男性のニーズも期待出来る。

利用のシーンを想定出来，新しい分野開拓になる。 

 

4. 2つの製品の試作と評価，今後の方向性 

 以上のような 2023 年 1 月から 3 月の調査活動

の各成果を経て，一般社団法人飛騨高山大学連携

センターの調整により，4 月以降は飛騨家具メー

カーの老舖である日進木工株式会社とコラボする

ことになった。東京都市大学側がまとめた調査の

結果を日進木工側に提供して，試作を具体化した。

2023 年 5 月 26 日には試作作業に関するミーティ

ングを，2023年 9月 4日に一次試作品を見ての意

見交換を実施した。図 1が飲み物の熱さを緩和す

るマイカップスリーブ，図 2がスマホスタンド付

き化粧鏡，それぞれの一次試作品の外観である。

2023年 9月下旬以降，東京都市大学と一般財団法

人飛騨高山大学連携センターが一次試作品評価の

マーケティングリサーチを進めている。そして二

次試作に向けた課題を明確にしている。今回の飛

騨高山学会会場では，二次試作品迄成果として展

示し，学会参加者の評価を頂く方向としている。

参加者の評価結果も含めユニヴァーサルデザイン

の達成も視野に入れ，量産化の方向性を検討する。 

図 2 飲み物の熱さを緩和するマイカップスリーブ 

(一次試作品) 

 

図 3 スマホスタンド付き化粧鏡(一次試作品) 
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Web：https://www.renkei-center.jp/

活動状況を公開中

https://www.facebook.com/ht.renkeicenter/

一般財団法人飛騨高山大学連携センター

～繋がるキャンパス～

飛騨高山学会第 5回


